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Ⅰ 運営状況 
 

１ 人 事 

 役    員 

  28． 3．31  佐々木   弘  理事退任 

 28． 3．31  伊 藤 兵 一  理事退任 

28． 3．31  木 村    壽  理事退任 

  

 評  議  員 

  27． 6．24  近 藤 和 生  評議員退任    28． 3．31  神 部 秀 行  評議員退任 

  27． 6．24  熊 谷 正 司  評議員退任  28． 3．31  髙 橋 善 健  評議員退任 

  27． 6．24  江 畑 佳 明  評議員就任 

27． 6．24  齊 藤 民 一  評議員就任 

 

 役 員 名 簿                             

（平成２８年３月３１日） 

役  職  名 氏     名 現   職   名 

理  事  長 関  根  浩  一 専   任 

専 務 理 事 佐 々 木     弘 専   任 

理     事 三  浦  廣  巳 秋田県商工会議所連合会会長 

理     事 村  岡  淑  郎 秋田県商工会連合会会長 

理     事 藤  澤  正  義 秋田県中小企業団体中央会会長 

理     事 木  村      壽 秋田県信用保証協会常勤理事 

理     事 東 海 林  利  夫 株式会社秋田銀行専務取締役 

理     事 伊  藤  兵  一 株式会社北都銀行専務取締役 

理     事 鎌  田       悟 秋田県産業技術センター所長 

理     事 赤  上  陽  一 秋田県産業労働部次長(兼)産業技術センター副所長 

理     事 佐  瀬  道  則 一般社団法人秋田県中小企業診断協会代表理事会長 

理     事 熊  谷     繁 日本弁理士会東北支部幹事 

監     事 堀  井  照  重 公認会計士・税理士 

 

 評議員名簿 

（平成２８年３月３１日） 

役  職  名 氏     名 現   職   名 

評 議 員 神  部  秀  行 秋田県産業労働部地域産業振興課長 

評 議 員 戸  田  直  人 秋田県電子工業振興協議会技術開発部会長 

評 議 員 石  塚  広  行 一般社団法人秋田県機械金属工業会理事 

評 議 員 髙  橋  善  健 秋田市商工部長 

評 議 員 中  泉  幸  一 あきたデザインネットワーク代表 

評 議 員 平  澤  孝  夫 秋田県商店街振興組合連合会理事長 

評 議 員 佐 々 木  繁  治 秋田県アパレル産業振興協議会会長 

評 議 員 江  畑  佳  明 一般社団法人秋田県情報産業協会会長 

評 議 員 齊  藤  民  一 秋田県中小企業家同友会代表理事  
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２ 理 事 会 

 年 月 日 議          題 

第1回 27. 5.27 ・第１号議案 平成２６年度事業報告書（案）について 

・第２号議案 平成２６年度決算書（案）について 

・第３号議案 会計監査人の報酬（案）について 

・第４号議案 平成２７年度第１回評議員会の開催（案）について 

・第５号議案 機械類貸与事業業務方法書の一部改正（案）について 

・第６号議案 あきた企業応援ファンド事業業務方法書の一部改正（案） 

について 

・第７号議案 あきた農商工応援ファンド事業業務方法書の一部改正（案 

）について 

・報告事項１ 平成２７年度あきた企業活性化センターの重点推進事項に 

ついて 

第2回 27. 9.28 

(決議の省略) 

・第１号・第２号議案 

       平成２７年度事業計画変更（案）及び収支補正予算（案） 

について 

・第３号議案 公益財団法人あきた企業活性化センター県受託事業に係る 

業務方法書の一部改正（案）について 

・第４号議案 公益財団法人あきた企業活性化センター戦略的基盤技術高 

度化支援事業業務方法書の全部改正（案）について  

・第５号議案 公益財団法人あきた企業活性化センター医工連携事業化推 

進事業業務方法書の制定について  

・第６号議案 公益財団法人あきた企業活性化センター委員会等の委員の 

謝金に関する規程の一部改正（案）について  

第3回 28. 3.23 ・第１号議案 平成２７年度第２回収支補正予算書（案）について 

・第２号議案 平成２８年度事業計画書（案）について 

・第３号議案 平成２８年度収支予算書（案）について 

・第４号議案 平成２８年度資金調達及び設備投資の見込み(案)について 

・第５号議案 公益財団法人あきた企業活性化センター業務方法書の統一 

(案)について 

・第６号議案 公益財団法人あきた企業活性化センター評議員会運営規程 

等の一部改正（案）について 

・第７号議案 公益財団法人あきた企業活性化センター事務決裁規程等の

廃止（案）について 

・第８号議案 平成２７年度第２回評議員会の開催（案）について 

・報告事項１ 平成２７年度第３四半期までの事業実施状況について 

 

３ 評議員会 

 年 月 日 議          題 

第1回 27. 6.24 ・第１号議案 評議員の選任（案）について 

・報告事項１ 平成２６年度事業について 

・報告事項２ 平成２６年度決算について 

第2回 28. 3.31 

(決議の省略) 

・第１号議案 理事２名の選任の件について 
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４ 監 査 

年 月 日 内          容 

27. 5.14～15 平成２６年度決算について、会計監査人による監査 

27. 5.21 平成２６年度事業報告及び計算書類について、監事による監査 

27.12.3～4 平成２７年度（２６年度対象）県監査委員事務局による監査 

28. 1. 25 平成２７年度（２６年度対象）県監査委員による監査 
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Ⅱ 事業実施の状況 
 
 平成２７年度の本県経済は、製造業の生産では中国経済を始めとする新興国経済の減速等の影響

から一部に弱さが見られたが、個人消費は堅調に推移し、雇用も高水準で推移しており、緩やかな

回復基調にあった。 

 しかしながら、県内中小企業を取り巻く経営環境は、経済のグローバル化に伴う企業間競争の激

化、人口減少・少子高齢化の進行による県内市場の縮小などにより、依然として厳しい状況にある。 

 こうした中、「秋田県中小企業振興条例」に基づき、中小企業支援機関と県は、連携を密にし「経

営基盤の強化」を中心に「新たな市場の開拓等」「企業競争力の強化」「新たな事業の創出」など

６つの基本的政策に取り組んでいる。 

 当センターでは、県内中小企業の中核的支援機関として企業目線に立ったワンストップサービス

センターとしての総合的・専門的な一貫支援を展開した。 

なお、平成２７年１２月には「プロフェッショナル人材戦略拠点」を設置し、企業経営の柱であ

る人材確保の面からの支援の強化を図った。  

 また、事業の推進にあっては、県内企業の「持続的発展」と「より頼りがいのある」センターを

目指して、「経営サポートの強化」、「マッチングの強化」、「製品・商品開発等の支援の強化」、

「他支援機関との連携の強化」、「センターの情報発信の強化と人材育成」の５つの重点推進事項

を定め、集中的に取り組んだ。 

 

 

⑹ 産業デザイン活用促進事業 あきた産業デザイン支援

③ ﾊﾟﾜｰｱｯﾌﾟﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰ事業

② 販路拡大支援事業

＜平成２７年度　事業体系＞

１　経営相談助言事業 ⑴ 企業競争力強化事業 ① 企業相談事業

⑵ 窓口相談事業

⑶ 中小企業・小規模事業者 よろず支援拠点事業①

⑷ 中小企業振興コーディネート事業

⑸ 知的財産有効活用事業 知財総合支援窓口事業

① 競争力強化支援事業

ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ総合支援事業
地域プラットフォーム事業②

センター運営事業

② 参入促進支援事業

⑻ 食品事業者基盤強化事業 食品事業者連携支援事業

⑼ 調査・情報発信事業 調査分析・広報事業

プロフェッショナル人材戦略拠点
事業

⑺ 自動車産業強化支援事業

(10) プロフェッショナル人材活用促進事業
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商談会開催事業

⑵ 高度技術産業振興事業 あきた食ｼｰｽﾞ・ﾆｰｽﾞﾏｯﾁﾝｸﾞ事業

３　設備投資支援事業 ⑴ 機械類貸与事業

⑵ 設備貸与事業

５　新事業展開資金助成事業 ⑴ あきた企業応援ファンド事業

中小企業外国出願支援事業

⑷ ライフサイエンスベンチャー

⑵ あきた農商工応援ﾌｧﾝﾄﾞ事業

革新的ﾍﾞﾝﾁｬｰﾋﾞｼﾞﾈｽ育成事業

フォローアップ事業

⑸ 地域需要創造型等起業・

創業促進事業

競争的研究開発資金等

管理事業
① 競争的研究開発資金等管理事業

② 戦略的基盤技術高度化支援事業

医工連携事業化推進事業③

７　経営改革等意識醸成事業 高度技術産業振興事業

６　研究開発サポート事業

⑶ 知的財産有効活用事業

４　ﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ事業 創業支援事業

⑶ 設備資金貸付事業

２　商談会開催・出展事業 ⑴ 販路拡大商談会事業

１ 経営相談助言事業 

■センター全体の相談件数：６，４９６件（前年度 ６，８２４件） 

相談内容 

 

業種 

 

経営全般 

 

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 

 

資  金 

 

技術関係 

 

取引関係 

 

知的財産 

 

そ の 他 

 

合  計 

建 設 業 ２１８ ０ ４ ０ １６ ８６ ２ ３２６ 

製 造 業 １，２００ ７７ ６７ ２５ １，４３０ ３５０ ８４ ３，２３３ 

卸・小売業 ５８７ １４ ６ ５ ２２ ２０２ ２９ ８６５ 

サービス業 １，００７ ４ ２８ ４ ２４ ３３７ ９２ １，４９６ 

そ の 他 ２６７ ９ １ ８ １０ ２４４ ３７ ５７６ 

合  計 ３，２７９ １０４ １０６ ４２ １，５０２ １，２１９ ２４４ ６，４９６ 

※１ 相談内容の経営全般には、経営に関する相談のほか、新商品開発、開業（起業・創業含む）、

海外展開、他部門進出、デザイン等の相談が含まれる。 

※２ 相談内容のその他は、支援施策の照会等である。 
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 ⑴ 企業競争力強化事業 

  ① 企業相談事業 

ア ワンストップ移動相談事業 

     県内企業からの相談にスピーディーに対応するため、県内支援機関等と連携して経営相談

専門員等による移動相談を県内７地域(秋田地域振興局を除く各地域振興局管内）で実施し

た。 

     ○開催回数：４９回 

     ○相談件数：１７８件（うち具体的な支援策の提供 １２１件） 

           {前年度 １８２件（うち具体的な支援策の提供 １０６件）} 

 

■地域別実施回数・相談企業者数       （）内前年度実績 （回、者） 

地域 実施回数 相談企業者数 

鹿 角 ７ （ ６） ２０  （１７） 

北秋田 ７ （ ７） ２４  （２６） 

山 本 ７ （ ７） ２２  （２３） 

由 利 ７ （ ７） ２５  （２３） 

仙 北 ７ （ ７） ３１  （２６） 

平 鹿 ７ （ ７） ２６  （２６） 

雄 勝 ７ （ ７） ２１  （２８） 

計 ４９ （４８）  １６９ （１６９） 

 

■業種別相談件数(1 社で複数にわたる相談があるため上記の相談企業者数と相談件数は一致せず） 

内 容

業種 

経 営 

全 般 

資 金 

関 係 

設 備 

関 係 

技 術 

関 係 

人 材 

育 成 

新商品 

開 発 

新分野 

進 出 

創 業 

 

その他 

 

計 

 

建 設 業 ２  １   ３ １ １  ８ 

製 造 業 ２５ １ ６   １９   １１ ６２ 

卸・小売業 １４     ６ １ １ １ ２３ 

サービス業 １       １ ２９ ３１ 

そ の 他 １７ １ ２   ２３ ２ ６ ３ ５４ 

計 ５９ ２ ９   ５１ ４ ９ ４４ １７８ 

 

■具体的支援策の提供の内訳                           （件） 

内容 

 

 

 

業種 

起
業
支
援
事
業
補
助
金
他 

専
門
家
派
遣
事
業 

機
械
類
貸
与 

融
資
資
金
（
県
・
国
の
融
資

制

度

／

保

証

協

会

） 

経
営
革
新
計
画
の
策
定
（
経

営

・

技

術

改

善

等

） 

企
業
立
地
促
進
助
成
他 

企
業
応
援
フ
ァ
ン
ド
／
農
商

工
応
援
フ
ァ
ン
ド 

そ
の
他
（
技
術
高
度
化
支
援

補
助
金
他
） 

計 

建 設 業  ２   １  １ ４ ８ 

製 造 業  ５ ４   １ １１ ２０ ４１ 

卸・小売業 １ ３     ６ ８ １８ 

サービス業       ５  ５ 

そ の 他 ３ １０ ２  １ １ １６ １６ ４９ 

計 ４ ２０ ６  ２ ２ ３９ ４８ １２１ 

 

 

(件） 
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イ  専門家派遣事業 

     県内企業が抱える経営・技術・人材・情報化等の課題に対して、センター登録専門家の派

遣による診断・助言を行い、その解決に向けた取組を支援した。 

     ○新規専門家登録： ５７名（前年度  ４５名） 

     ○登録専門家数：２８０名（前年度 ２５６名） 

      

■派遣内訳  ()内前年度実績                        （者、件） 

業種 派遣先数 

（実数） 

派 遣 

延件数 

内     訳 

経 営 ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 生産・技術 ＩＴ その他 

建 設 業 ２       ６ ６       

製 造 業 25（10） 80（37） 19   26（９） 28（６） ７（９） （13） 

卸・小売業 ５（５） 13（23）    （３） 13（11）  （３） （６） 

サービス業 11（６） 35（24） 25 ８  （９） ２（15） 

計 43（21） 134（84）   50(３) 47（20） 28（６） ７（21） ２（34） 

 

② 販路拡大支援事業 

ア 販路開拓事業 

県内企業の販路を拡大するため、受発注に係るマッチング支援、受注機会の拡大支援（受

発注情報の提供、県内企業のＰＲ等）等を行った。 

■事業実績  （）内前年度実績 

 登 録 企 業 数 １，８０５社（  １，８１０社） 

 斡 旋 紹 介 件 数  ３９５件（    ６９０件） 

※成 立 件 数  ９０件（     ８６件） 

※契 約 当 初 受 注 金 額 ７７，３１３千円（３８，３９５千円） 

訪問・相談・調査等件数  １，５０９件（  ２，０３９件） 

※前年度までに斡旋紹介した案件を含む。 

 

◆ 販路開拓アドバイザーの配置 

県内企業の受注機会の拡大支援等を行うため、「販路開拓アドバイザー」を配置し、

発注情報の収集や提供などを行った。 

○販路開拓アドバイザーの配置：３名 

○訪問企業数：７８４社（前年度 ７８１社） 

 

◆ 東京ビジネスサポートセンター 

首都圏での県内企業のスムーズな営業活動をサポートするため、東京ビジネスサポー

トセンター（秋田銀行東京支店内）に定期的に販路開拓アドバイザー等を派遣し、販路

に関する相談対応を行った。 

また、首都圏における販路開拓を支援するため、「ふるさと応援ナビゲーター」を首

都圏在住者に委嘱し、販路に関する相談対応を行った。 

○販路開拓アドバイザー相談件数：４３件（前年度 ２７件） 
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○ふるさと応援ナビゲーターへの情報提供件数：０件（前年度 ２件） 

○東京ビジネスサポートセンターでの相談による情報提供：１件（前年度 ０件） 

 

◆ 受発注情報の提供 

販路開拓アドバイザーが収集した発注情報をホームページに掲載したほか、情報提供

を希望する登録企業に対し、メール又はファックスで発信した。 

       ■情報発信内訳  ()内前年度実績 

 発信方法 発信回数 登録企業数 

メ ー ル ２０回（２０回） １５２社（１３９社） 

ファックス ２０回（２１回） ４８７社（４８４社） 

計 ４０回（４１回） ６３９社（６２３社） 

 

イ  受発注企業支援事業 

県内企業の製品、技術、設備等のＰＲを行うため、県内企業ガイド（ホームページ版、Ｃ

Ｄ－ＲＯＭ版）を作成した。 

     また、(公財)全国中小企業取引振興協会及び公正取引委員会と連携を図りながら、県内企

業の下請取引の適正化を推進した。 

     ○下請かけこみ寺相談件数：２７件（前年度 ２４件） 

     ○無料相談弁護士紹介件数：２０件（前年度  ４件） 

     

③ パワーアッププロデューサー事業 

 川下企業のニーズに基づき川上企業が持つコア技術を活用して新製品・新技術を開発するな

ど売れる商品づくりをプロデュースするため、「ものづくりパワーアッププロデューサー」を

配置し、コア技術の発掘、ビジネスマッチング、共同研究体の形成、新製品・新技術の開発や

売り込みなど、事業化までの一貫支援を行った。 

 

■支援内訳  ()内前年度実績 

配置人数 コア技術発掘案件数 マッチング件数 

１名（３名） ６２件（１５３件） １４件（８１件） 

 

 ⑵ 窓口相談事業 

   窓口相談、企業訪問等による相談業務の充実・強化を図るため、経営等に対するアドバイスや

各種支援策をコーディネートする「経営相談専門員」を配置し、課題を抱える県内企業に対し、

指導・助言したほか、関係機関等との連携により総合的な支援を行った。 

   ○経営相談専門員の配置：２名 

   ○相談件数：３８０件（前年度 ４０９件） 

 

 ⑶ 中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業 

①  よろず支援拠点事業 

   県内企業の経営支援体制の強化を図るため、「秋田県よろず支援拠点」において、県内の支

援機関等と連携しながら、企業が抱える売り上げ拡大や資金繰り等の経営上の悩みにワンスト
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ップで対応した。 

〇コーディネーターの配置：１名 

〇サブコーディネーターの配置：６名 

○相談対応件数：４，６３７件（前年度 １，７９２件） 

○来訪相談者数：１，３４４者（前年度   ７２９者） 

 

② 地域プラットフォーム事業 

   県内企業の経営課題に対応するため、県内の支援機関等で構成する「あきた中小企業支援プ

ラットフォーム」や国が運営する支援ポータルサイト「ミラサポ」を活用しながら、経営支援

を行った。 

    ○ミラサポ専門家派遣の活用実績（申込みがあった企業者数と累計派遣回数） 

     ９８企業者２２４回 

 

  ⑷ 中小企業振興コーディネート事業 

   秋田県中小企業振興条例や中小企業振興に関連する施策の活用等を県内企業に広く周知・働き

かけるとともに、支援機関等との調整及び連携強化等を図り、意欲ある企業の取組を集中的に促

進した。 

   ○中小企業振興コーディネーターの配置：４名 

   ○訪問回数：７６５回（平成２７年４月１日～８月３１日） 

 

⑸ 知的財産有効活用事業 

知財総合支援窓口事業 

   県内企業の知的財産権に関する悩みや課題にワンストップで対応するとともに、知財有効活用

を促進するため、「知財総合支援窓口」において、知財を活用した事業化等を支援した。 

   ○窓口支援担当者の配置：３名 

■相談内訳  （）内前年度実績 

区  分 合  計 

課題等の受付（相談）件数 １，２３２件（１，３７７件） 

 うち知財専門家（弁理士等）による支援件数 １４９件（  １１５件） 

 注）課題等の受付（相談）件数等は国の集計方法によるもので、活性化センターの相談件数とは 

 異なる。 

 

 ⑹ 産業デザイン活用促進事業 

あきた産業デザイン支援センター運営事業 

   県産品のデザイン力の向上などを支援するため、「あきた産業デザイン支援センター」におい

て、産業デザイン、製品開発、マーケティング等についての専門的な助言等を行った。 

   ○産業デザイン相談員の配置：３名 

   ○相談件数：４６２件（前年度 ３０２件） 
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 ⑺ 自動車産業強化支援事業 

① 競争力強化支援事業 

    自動車メーカーや部品メーカーとのマッチング、新技術・新工法の芽出し、域内連携を支援

するため「プロジェクトマネージャー」を配置し、県内企業への助言・指導を行った。 

    ○プロジェクトマネージャーの配置：１名 

・訪問企業数：８８社（前年度 ４３社） 

・青森、岩手、秋田合同展示商談会 in デンソーへの出展要請と資料内容のアドバイス 

・展示商談会参加企業のプレゼンテーション指導及び勉強会の開催 

・秋田大学、県産業技術センターとの自動車人材育成計画情報交換会（加工技術セミナー） 

・東北学院大学自動車産業研究チームの秋田県自動車産業調査への対応 

・トヨタ自動車グループと県内企業との技術マッチング支援 

・トヨタ自動車東日本(株)開発部への県内企業プレゼンテーション場づくり支援 

 

② 参入促進支援事業 

   自動車産業の中核地域である中京地区において、マッチング支援、発注動向調査等を行うた

め「自動車産業アドバイザー」を配置し、自動車関連産業への参入促進を図った。 

    ○中京地区自動車産業アドバイザーの配置：３名 

     ○中京地区発注情報報告会：２回 

    ○訪問企業数：１１３社（前年度 １１９社） 

 

  ⑻ 食品事業者基盤強化事業 

食品事業者連携支援事業 

   県内食品企業の基盤を強化するため、「食品マッチング専門員」を配置し、加工連携の推進や

商品戦略等をアドバイスした。 

   ○食品マッチング専門員の配置:１名 

■活動内容  ()内前年度実績 

食品事業者からの情報収集 ３７件（１００件） 

県内企業と首都圏企業のマッチング支援 ５９件（ ５７件） 

県内食品事業者の持つ素材の売り込み指導 ３３件（ ２５件） 

マーケティングセミナー等への参加企業の募集及びフォロー ２２件（  ９件） 

 

⑼ 調査・情報発信事業 

調査分析・広報事業 

 ア 調査分析事業 

県内で活躍する中小企業者の紹介、経営や各種補助金に関する情報等を提供するため、情

報誌「ビックあきた」を毎月３，０００部発行した。 

 

イ 地域新事業発掘交流事業 

センターが実施する支援施策の県内企業による利用を促進するため、「リーフレット」を 

４，０００部作成し、広く周知した。 

また、支援施策・イベント等の情報を提供するＷＥＢサイト及び相談の内容をセンター内
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で共有し、効率的な企業支援を行うための企業管理システムの管理・運営を行った。 

  

  ⑽ 新プロフェッショナル人材活用促進事業 

プロフェッショナル人材戦略拠点事業 

  県内企業の人材面での経営基盤強化に向けた支援機能の充実を図るため、「秋田県プロフェッ

ショナル人材戦略拠点」を設置し、県内の支援機関等と連携しながら、「攻めの経営」や経営改

善への意欲を喚起するとともに、今後の事業展開に意欲的な企業のプロフェッショナル人材の採

用等をサポートした。 

※ プロフェッショナル人材：新たな商品・サービスの開発、その販路の開拓や個々のサービ

スの生産性向上などの取組を通じて、企業の成長戦略を具現化していく人材 

  ○ 拠点の概要 

  ・ マネージャーの配置  ：１名 

  ・ サブマネージャーの配置：１名 

  ・ 拠点の開設年月日   ：平成２７年１２月１日 

  ○ 活動概要 

  ・ 事業説明等を実施した企業数             ：６０社 

  ・ 平成２８年３月末時点登録済み民間人材ビジネス事業者数： ８社 

  ・ 秋田県プロフェッショナル人材戦略協議会の開催数   ： ２回 

  ・ プロフェッショナル人材活用セミナーの開催数     ： ４回 
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２ 商談会開催・出展事業 

 ⑴ 販路拡大商談会事業 

商談会開催事業 

ア 青森・秋田・岩手３県合同商談会 

       青森、岩手の中小企業支援機関と合同で、東京において北東北３県の商談会を開催した。 

      ○期 日：平成２７年７月２日（木） 

      ○場 所：ＴＲＣ東京流通センター（東京都） 

     ○参加企業数：発注企業 ６０社、受注企業 １４４社（うち県内企業 ５２社） 

       （前年度 発注企業 ５３社、受注企業 １３６社（うち県内企業 ５７社）） 

 

   イ 秋田広域商談会 

     県内外の発注企業と受注企業が、発注動向等についての情報交換や具体的な受発注取引を

行う商談会を開催した。 

     ○期 日：平成２７年１１月１９日（木） 

     ○場 所：秋田ビューホテル（秋田市） 

     ○参加企業数：発注企業 ７０社、受注企業 １３８社（うち県内企業 ８２社） 

       （前年度 発注企業 ５１社、受注企業 １０４社（うち県内企業 ８３社）） 

 

   ウ 個別マッチング商談会 

        発注案件を持つ首都圏の企業等と迅速かつ効率的な取引あっせんを行うために、発注担当

者を個別に招へいし、県内企業との個別マッチング商談会を開催した。 

     ○開 催 回 数：１４回（前年度 １８回） 

     ○参加企業数：発注企業 １４社、受注企業 ６３社 

       （前年度 発注企業 １８社、受注企業 ６７社） 

 

   エ 首都圏等発注情報報告会 

      首都圏等で販路開拓アドバイザーが収集した発注企業の情報を県内企業に提供する報告会

や、参加企業とアドバイザーの個別面談を行った。 

■開催実績 

 第１回 第２回 

開 催 日 平成２７年６月４日（木） 平成２７年１２月１５日（火） 

会   場 秋田県産業技術センター（秋田市） 秋田県産業技術センター（秋田市） 

参加企業数 
４５社・団体６１名 

（前年度 ４８社・団体６８名） 

３６社・団体５５名 

（前年度 ５１社・団体６２名） 

面談企業数 

２３企業（延べ面談数：３９回） 

（前年度 ２４企業 

     述べ面談数：４２回） 

１６企業（延べ面談数：３０回） 

（前年度 ２４企業 

     述べ面談数：４４回） 
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オ あきた営業力強化塾 

     県内企業の営業力を強化するため、秋田広域商談会に参加する営業担当者等を対象とした

実践的研修を行った。 

■開催実績 

 プレ研修 フォローアップ研修 

開 催 日 平成２７年１０月２８日（水） 全体セミナー 平成２７年１１月３０日（月） 

個    別 平成２７年１２月１日（火）～２日（水） 

会   場 ルポールみずほ（秋田市） 

講   師 ㈱エム・イー・エル 取締役／中小企業診断士 佐藤 康二 氏 

参加企業数 ９社１３名 

（前年度 ２１社２５名） 

全体セミナー ６社１０名 

個    別 ５社 ７名（前年度 ７社９名） 

 

   カ 営業戦略策定研修 

県内ものづくり企業の営業戦略構築に係る能力向上のため、経営者、管理者、営業責任者

等を対象に、営業戦略の立案、実践、検証、プレゼンテーションスキルについての研修を行

った。 

■開催実績 

 第１回 第２回 

開 催 日 平成２８年２月１６日（火） 平成２８年２月２３日（火） 

会   場 ルポールみずほ（秋田市） 

講   師 ㈱エム・イー・エル 取締役／中小企業診断士 佐藤 康二 氏 

参加企業数 ２１社３２名 

（前年度 ２２社３１名） 

２０社２６名 

（前年度 ２０社２６名） 

                                       

⑵ 高度技術産業振興事業 

あきた食シーズ・ニーズマッチング事業 

県内食品関連企業等の持つ技術シーズと首都圏等の大手食品関連メーカーのニーズとのマッチ 

ング機会を提供するとともに、全国展開を図る新たな商品開発を促進するため、「食のビジネス

マッチング商談会 2015」及び「秋田発の食の技術懇談会」を開催した。 

   ○期   日：平成２７年１０月２９日（木）、３０日（金） 

   ○場   所：２９日 秋田ビューホテル、３０日 秋田大学 

   ○参加企業数：招へい企業 ２７社（前年度 ２５社） 

出展企業  ３３企業・団体（前年度 ３５企業・団体） 
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３ 設備投資支援事業 

 ⑴ 機械類貸与事業 

   国の制度の廃止に伴い、これまで「設備貸与事業」を補完する事業として実施してきた本事業

の見直し・拡充を行い、引き続き、中小企業に対し、設備を割賦販売又はリースすることにより

経営基盤の強化を支援するとともに、貸与先企業を訪問し、経営相談や各種支援情報の提供など

のフォローアップを実施した。 

   なお、経営革新計画の承認、あきた農商工応援ファンド等の交付決定を受けた企業や、自動車

部品等を製造するための設備を導入する企業等に対しては、低利な特別利率を設けている。 

   ○対 象 企 業：従業員３００人以下（ただし、卸・サービス業は１００人以下、小売業は５０

人以下の企業） 

  ○貸 与 枠：４３０,０００千円 

 

■決定内訳  （）内前年度実績                

 割   賦 リ ー ス 合   計 

申請件数 ８件（２件） １２件（３件） ２０件（５件） 

申請金額 
１４１，０８０千円

(８９，６４０千円） 

１１２,３４０千円 

（２２，９６０千円） 

２５３，４２０千円 

(１１２，６００千円) 

決定件数 ６件（２件） １２件（３件） １８件（５件） 

決定金額 
１２５，７１０千円

(８９，６４０千円） 

１１２，３４０千円 

（２２，９６０千円） 

２３８，０５０千円 

(１１２，６００千円） 

 

 ⑵ 設備貸与事業 

   国の制度廃止に伴い、新規の割賦及びリースは行わず、これまで行ってきた小規模企業者等に

対する貸与設備及び債権についての管理や、貸与先企業の訪問による経営相談や各種支援情報の

提供などのフォローアップを実施した。 

 

 ⑶ 設備資金貸付事業 

   国の制度廃止に伴い、新規の資金貸付は行わず、これまで行ってきた小規模企業者等に貸し付

けた設備資金債権についての管理や、貸付先企業の訪問による経営相談や各種支援情報の提供な

どのフォローアップを実施した。 
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４ ビジネスインキュベーション事業 

 創業支援事業 

   県庁第二庁舎内の秋田県産業振興プラザの指定管理者として、創業や新分野進出を目指す企業

に事務スペース（創業支援室）を貸し出すなどの管理・運営を行った。 

また、創業支援室の入居者に対してインキュベーションマネジャー等による指導、相談対応、

情報提供等を行った。 

 

■創業支援室入居状況（H28.3.31 現在） 

業 種 入居者数 

電気業    １社 

情報通信業    １社 

卸・小売業    ３社 

サービス業    ５社 

計   １０社 

（H27.3.31現在 １０社） 
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５ 新事業展開資金助成事業 

 ⑴ あきた企業応援ファンド事業 

   「あきた企業応援ファンド」の運用益により、地域資源を活用した県内企業の新たな事業展開

等に係る経費の一部を助成した。平成２７年度からは、地域活性化の加速を図るため、経営革新

計画の承認を受けた企業等を新たに利用対象などに加えるとともに、助成率、限度額及び助成期

間を拡充して支援している。 

   ○ファンドの概要 

    ・総  額：５９．５億円 

    ・創設時期：平成２０年１１月 

    ・運用期間：１０年間 

 

地域資源型 経営革新型 ものづくり一般型 一般地域型
高度技術産業      集

積地域型

ア　中小企業者等支援事業
ウ　中小企業支援機関
　　実　　施　　事　　業

事
業
名

イ　共同研究助成事業

対
象
者

中小企業者、ＮＰＯ法
人、有限責任事業組
合、中小企業者として
創業する方

経営革新の承認を受
けた中小企業者

製造業に属する中小
企業者、ＮＰＯ法人、
有限責任事業組合、
中小企業者として創業
する方

高度技術又は新製品
の開発のために大学、
工業高等専門学校、
公設試験研究機関又
は他の企業と共同で
研究する高度技術産
業集積地域（秋田市）
以外に主たる事務所・
事業所を有する中小
企業者

高度技術又は新製品
の開発のために大学、
工業高等専門学校、
公設試験研究機関又
は他の企業と共同で
研究する高度技術産
業集積地域（秋田市）
に主たる事務所・事業
所を有する中小企業
者

中小企業者並びにＮＰＯ
法人、有限責任事業組
合及び創業する者を支
援する商工会、商工会連
合会、商工会議所、中小
企業団体中央会、大学、
一般社団法人、一般財
団法人、公益社団法人、
公益財団法人、特例社
団法人、特例財団法人、
その他助成事業者の対
象者として認める団体

新商品開発、販路拡
大、建設業及び農林
水産業からの事業転
換等のための事業

地域資源を活用して行う
新商品開発、展示会、技
術講習会等に関わる支
援事業
建設業及び農林水産業
に属する中小企業者等
の事業転換等を支援す
る事業

対
象
事
業

　助成率：2/3以内
　限度額：1,000万円

　助成率：2/3以内
　限度額：1,000万円

　助成率：1/2以内
　限度額：300万円

　助成率：10/10以内
　限度額：500万円

助
成
率
・
限
度
額

地域資源を活用した
新商品開発、販路拡
大、建設業及び農林
水産業からの事業転
換等のための事業

経営革新計画に基づ
き実施する新商品開
発、販路拡大、建設業
及び農林水産業から
の事業転換等のため
の事業

高度技術又は新製品の開発や高度技術を利
用した製品の高付加価値化、生産工程の合
理化、地域資源の開発等の共同研究

　助成率：2/3以内
　限度額：500万円

　助成率：3/4以内
　限度額：1,000万円

 

 <採択・助成実績> 

［採択実績］  （ ）内前年度実績                       （件、千円） 

 申請数 採択数 交付決定額 

中小企業者等 

支援事業 

地域資源型(中核企業育成) 32 ( 5) 20 ( 5) 106,660  (20,968) 

経営革新型(チャレンジ企業型) 4 (21) 2 (18) 15,123  (48,072) 

ものづくり一般型 0  0   

共同研究助成

事業 

一般地域型(共同研究助成型) 3 ( 0) 3 ( 0) 13,437      ( 0) 

高度技術産業集積地域型 5 ( 2) 5 ( 1)  32,507  ( 1,458)  

中小企業支援機関実施事業 5 ( 2) 5 ( 2)  22,684  ( 6,000) 

合     計 49 (30) 35 (26) 190,411  (76,498) 
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■中小企業者等支援事業 

○地域資源型 

企 業 名 所在地 事業のテーマ 

１ (株)秋田食産 美郷町 オリーブ・菜の花を利用した、いぶりがっこオイル

漬けの開発と利用シーンの提案 

２ インスペック(株) 仙北市 競合他社に対し５倍の速度を有しフレキシブル基

板（ＦＰＣ）を連続検査できる高速パターン検査装

置の開発 

３ ＥＮＥＸ(株) 美郷町 地下水と地下水熱を利用した閉鎖循環式養殖シス

テムによるアワビ養殖メソッドの構築 

４ (株)鈴木青果問屋 横手市 塩蔵した秋田県産の山菜を使った新商品開発と販

路拡大 

５ (株)藤木伝四郎商店 仙北市 樺細工「ＤＥＮＳＨＩＲＯ」ブランドのグローバル

スタンダードの確立 

６ (株)西目機工 由利本荘市 水溶性の研磨剤を使用しない環境にやさしいシリ

コンウエハ研磨ユニットの開発および販路開拓 

７ 町田 晃 大仙市 秋田県産品のブラッシュアップ、新たな販売拠点及

び販路開拓ツールによる観光活性化事業 

８ (有)三浦米太郎商店 にかほ市 秋田産の原材料だけを使用した高級ハタハタ寿司

の開発・販路拡大 

９ 伊藤建友(株) 由利本荘市 コンクリートに微弱な電流を流し、室内暖房や消雪

を可能とする建築応用技術の開発 

10 (株)稲庭うどん販売 湯沢市 稲庭健康サプリうどんの開発と販路開拓 

11 小林無線工業(株) 由利本荘市 自動車部品用塗布型有機ＥＬ製造装置の開発 

12 (株)境田商事 秋田市 川連漆器で新しい酒器の提案 

13 (有)モコ 羽後町 椎茸加工品の新商品の開発とパッケージデザイン

の工夫及び販売ルートの確立 

14 漆工芸 利山 佐藤利

雄 

湯沢市 川連漆器と大館曲げわっぱとのコラボ新商品によ

る欧州への販路開拓 

15 アネシア 大館市 「秋田杉と和装」を軸にした商品開発と海外販路開

拓 【2年計画の1年目】 

16 エドモンド・オプティ

クス・ジャパン㈱ 

湯沢市 レンズ加工時間の短縮化と新製品（コバ無レンズ）

の開発と販路開拓 

17 ㈱小滝電機製作所 大館市 自動車用外装塗装色判別技術の確立による自動全

数判別センサの開発 【2年計画の1年目】 

18 菊地合板木工㈱ 五城目町 装飾性の高い障子スクリーン等の開発と組み立て

式和室による欧州市場での売り上げ向上体制の構

築 
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19 小林育子(K&I音響) 能代市 秋田杉、県産広葉樹、青森ひばを融合させた素材を

活用したホームシアター用オーディオシステムの

開発と販路拡大 【2年計画の2年目】 

20 ㈱リミックス にかほ市 次世代自動車用高電圧PTC素子の開発 

○経営革新型 

１ (株)山徳 秋田市 雪上歩行が可能なシルバーカーの開発と販売 

２ 佐藤吉㈱ 大館市 建設業の知識と経験を活用した、工事用新蓄光製

品の開発と販路開拓 

 

■共同研究助成事業 

○一般地域型 

企 業 名 所在地 事業のテーマ 

１ (株)古川マテリアル 湯沢市 高性能・低価格窓断熱パネルの開発 

２ (株)三共テクノソリュ

ーションズ 

にかほ市 安全で効率的な風力発電ブレードの検査方式の開

発 

３ (株)秋田今野商店 大仙市 乳酸菌等の微生物を用いた健康・長寿社会に向けた

県産ブランド食品の研究開発 

 

○高度技術産業集積地域型 

企 業 名 所在地 事業のテーマ 

１ (株)スカイライト・バ

イオテック 

秋田市 生理機能性を基盤とした秋田蕗の多目的活用 

２ 東北通商(株) 秋田市 省スペース／低価格型の木材チップ乾燥装置に関

する開発 

３ 日本精機(株) 秋田市 高圧及び大口径パイプライン用ロードロックシス

テム天然ガス（ＬＮＧ含む）計量装置の開発 

４ (有)サイカツ建設 秋田市 快適空間を創造するシステム構築と評価方法の検

討 

５ ソニックスR＆D㈱ 秋田市 心電計測技術を応用した生体認証技術の開発 【2

年計画の1年目】 

 

■中小企業支援機関実施事業 

機 関 名 所在地 事業のテーマ 

１ 秋田商工会議所 秋田市 県内製造業者の自動車部品産業（ＥＶバス）への新

規参入のための新規需要の掘り起こし支援 

２ 大館商工会議所 大館市 大館産えだまめを活用した加工・特産品化プロジェ

クト 
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３ 大館曲げわっぱ協同組

合 

大館市 現代のライフスタイルに合った大館曲げわっぱの

提案 

４ 秋田県酒造組合 秋田市 大阪（関西）市場での秋田県産清酒の販路拡大 

５ 秋田仏壇協議会 湯沢市 秋田仏壇“Re-Blanding”プロジェクト ～秋田仏

壇の特徴を活かした「和モダン仏壇としての秋田仏

壇」の販路拡大～ 

 

［助成実績］ 

地域中小企業応援ファンド事業         （）内前年度実績 （件、千円） 

 助成数 助成額 

中小企業者等 

支援事業 

中核企業育成事業 2 (  1) 5,289 (  6,356) 

チャレンジ企業育成事業 15 (  9) 52,324 ( 26,109) 

共同研究助成事業 3 (  5) 9,889 ( 23,807) 

中小企業支援機関実施事業 2 (  3) 6,718 (  9,899) 

合     計 22 ( 18) 74,220 ( 66,171) 

 

■中小企業者等支援事業 

  ○中核企業育成事業 

 企 業 名 所在地 事業のテーマ 

由利工業㈱ 由利本荘市 スイッチング電源用セラミックチップコンデンサの

開発 

丸大機工㈱ 由利本荘市 使用済み紙おむつ燃料化装置の小型化装置の開発 

 

  ○チャレンジ企業育成事業 

 企 業 名 所在地 事業のテーマ 

㈱アスター 横 手 市 熱伝導率の高い材料を使用した高効率の融雪シー

トの開発と販路拡大 

進藤電気設計 進藤正彦 潟 上 市 暮らしをよりスマートで豊かに演出する、常夜灯

及びフロアライトの開発と販路拡大 

Deco.Farm㈱ 潟 上 市 自社生産品であるトマトと椎茸、山菜を利用した

漬物の商品開発・販路開拓 

菊池合板木工㈱ 五 城 目 町 装飾性の高い障子スクリーン等の開発と欧州市場

での販売体制の構築 

㈱カミテ 小 坂 町 粉体成形技術を活用した製品の販路拡大 

アートフォルム㈲ 鹿 角 市 秋田県産材による化粧道具の開発 

㈱グラノプト 能 代 市 鉛フリーファラデー回転子製品の開発 

秋田化学工業㈱ に か ほ 市 特殊表面処理開発と販路拡大 

アキモク鉄工㈱ 能代市 航空機用洗浄装置の開発及び販路拡大 
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小林無線工業㈱ 由利本荘市 自動車部品用塗布型有機EL製造装置の開発 

㈲富岡商店 仙北市 樺細工を活用したコンテンポラリーなテーブルウ

ェアとインテリア製品の開発及びプロモーション

強化 

㈱八森電子デバイス 八森町 非接触給電技術を活用した携帯型水素水生成器の

開発と販路拡大 

㈲ビュー 大仙市 癒しを提供するパソコン用マウスの開発と世界販

売 

㈱大栄木工 能代市 改良版・新木製防火戸シリーズの開発 

㈲萩原製作所 秋田市 秋田スギを用いた家具の開発（A-Kita Project

） 

 

○共同研究助成事業（高度技術産業集積地維持強化事業） 

 企 業 名 所在地 事業のテーマ 

㈲サイカツ建設 秋 田 市 快適で利便性の高い多機能照明器具の開発 

㈱ベジメイク 秋 田 市 植物栽培専用のＬＥＤ蛍光灯及びＬＥＤ電球の

開発 

㈱ベジメイク 秋 田 市 植物栽培専用のＬＥＤ蛍光灯及びＬＥＤ電球の

開発 

 

  ○中小企業支援機関実施事業 

 企 業 名 所在地 事業のテーマ 

秋田商工会議所 秋 田 市 県内製造業者の自動車部品産業（EV バス）への新

規参入のための新規需要の掘り起こし支援 

大館商工会議所 大 館 市 大館産えだまめを活用した加工・特産品化プロジ

ェクト 

 

 ⑵ あきた農商工応援ファンド事業 

「あきた農商工応援ファンド」の運用益により、県内企業と農林漁業者とが連携して取り組む

県内農林水産物を活用した新商品又は新サービスの開発等の取組に係る経費の一部を助成した。

平成２７年度からは、取組の更なる促進を図るため、助成率、限度額及び助成期間を拡充して支

援している。 

   ○ファンドの概要 

    ・総  額：２５．３億円 

    ・創設時期：平成２１年８月 

    ・運用期間：１０年間 
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事業名 農商工連携支援事業 農商工連携応援団体支援事業

助成率
・

限度額

　助成率：4/5以内
　限度額：1年につき1,000万円

　助成率：10/10以内
　限度額：500万円

対象者
中小企業者（NPO法人含む）と農林漁業者との
連携体

中小企業者と農林漁業者との連携体等を支援す
る事業を行う者（応援団体）

対象事業

農商工連携体を構成する者が互いの経営資源を
活用し、当該事業者にとっての新商品又は新
サービスの開発、販路開拓等、地域経済の活性
化に資する事業

農商工連携体又はNPO等との連携体等が行う新
たな事業展開を支援するために行う展示会、講
習会、指導助言等に関わる事業

 

 

<採択・助成実績> 

［採択実績］                     （）内前年度実績 （件、千円） 

 申請数 採択数 交付決定額 

農商工連携支援事業 9 ( 8) 9 (  8) 36,103 (  28,247) 

農商工連携応援団体支援事業 2 ( 1) 1 (  1) 5,000 (    2,566) 

合     計 11 ( 9) 10 (  9) 41,103 (  30,813) 

 

 

○農商工連携支援事業 

申請区分 企  業  等 事業のテーマ 

１ ◎中小企業者 (有)たかえん 横手産クッキングアップルを利用したセミド

ライ商品の開発と販路開拓 農林漁業者 ひららぎ果樹園 

２ ◎中小企業者 日南工業(株) 秋田県産「鱈」の低利用魚を使用した魚醤（鱈

しょっつる）関連商品の開発と販路開拓 農林漁業者 秋田県漁業協同組合 

３ ◎中小企業者 
(株)大潟村あきたこまち

生産者協会 

食品素材「コメネピュレ」の機能性等に関す

る研究、応用商品の開発及び販路開拓 

農林漁業者 今 盛人 

４  中小企業者 合同会社三吉フーズ 藤里町産ブラックベリーと低ＧＩ値甘味料ア

ガベを活用した新商品開発及び販路開拓 ◎農林漁業者 菊地 整 

５ ◎中小企業者 (株)サノ 秋田県湯沢市産のあきたこまち玄米と高機能

玄米金のいぶきを使用したライスミルク粉末

の商品開発および販路開拓 
 農林漁業者 こまち農業協同組合 

６ ◎中小企業者 佐藤食品(株) 独自製法による秋田県産未利用部分を活用し

た加工品開発及び販促ツールの開発 
   農林漁業者 秋田県漁業協同組合 

７ ◎中小企業者 ㈱こめたび 「雪の下にんじん」のブランド化と新商品開

発及び販路開拓 農林漁業者 農事組合法人豊前 
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８ ◎中小企業者 ㈱アルク 果実や野菜の規格外品、未利用部分を活用し

た高齢者や障害者に向けた機能性食品（冷菓

）の開発及び販路開拓 
農林漁業者 農事組合法人豊前 

９  中小企業者 ㈱ヌウジャパン 大張野豚をサイコロ状にカットした「バリコ

ロ」の加工商品の開発と販路開拓 

◎農林漁業者 

㈲工藤畜産 

農業組合法人河辺農産加

工組合 

   注）◎は連携体の代表者 

○農商工連携応援団体支援事業 

１  
秋田県中小企業団体中央会 

農商工連携事業者の販路拡大の基礎となるテスト販売の

実施 

 

［助成実績］                 （）内前年度実績 （件、千円） 

 助成数 助成額 

農商工連携支援事業 9 (  5) 24,255 (  13,270) 

農商工連携応援団体支援事業 1 (  0) 2,566 (     0) 

合     計 10 (  5) 26,821 (  13,270) 

 

○農商工連携支援事業 

申請区分 企  業  等 事業のテーマ 

１ ◎中小企業者 レデースファーム 

(株)浅利佐助商店 

栽培トンビ舞茸の一斉発生に対応する長期

保存可能な加工食品の開発と販路開拓 

農林漁業者 あんとらあ直売会きのこ

部会 

２ ◎中小企業者 (株)こめたび ブルーベリーを始めとする秋田県産小果樹

のブランド化と新商品開発及び販路開拓 農林漁業者 (資)エコニコ農園 

３ ◎中小企業者 (有)藤倉商店 「安全・安心・健康」をテーマに、秋田県産

無農薬無化学肥料栽培赤米を使用した玄米

餅などの米加工品の商品化と販路開拓 

農林漁業者 小松田 勝美 

４ ◎中小企業者 (株)テンジョイ  比内地鶏を使った秋田県らしさを出した

餃子・タレの開発・販路開拓 農林漁業者 あきた北央農業協同組合 

５ ◎中小企業者 (株)ゆう幸  善兵衛栗を使用した渋皮煮・甘露煮、マロ

ングラッセ及びその他菓子の商品開発 農林漁業者 赤倉栗園 

６ ◎中小企業者 (株)大潟村あきたこまち

生産者協会 

 秋田県産米を原料とした安全・安心な食品

素材「コメネピュレ」の改良・開発と販路開

拓 農林漁業者 今 盛人 

７ ◎中小企業者 高松木材(株) 

花いちばん 

 全国トップクラスのヨード含有量を誇る

温泉水を活かしたオンリーワン商品の開発

及び販路開拓 農林漁業者 (有)工藤畜産 

-22-



 

  

８ ◎中小企業者 ㈲瀧田養鶏場 秋田県産の地域素材（木苺）を活かした高付

加価値な加工商品（焼き菓子、チルド菓子）

の開発及び販路開拓事業 

農林漁業者 桜美庵 

９  中小企業者 ㈱栗駒フーズ アスパラガスの未利用部分と自家製米粉を

使ったアイスクリームの新商品開発及び販

路開拓 

◎農林漁業者 農事組合法人三郷サンフ

ァーム 

  注）◎は連携体の代表者 

  ○農商工連携応援団体支援事業 

１  
秋田商工会議所 

JA 新あきたとの６次産業プロジェクト『秋田市産枝豆の

業務用冷凍商品のブランド化と消費拡大』 

 

 ⑶ 知的財産有効活用事業 

中小企業外国出願支援事業 

国際的な事業展開や知的財産権侵害へ対応するため、県内企業が行う外国への特許・商標の出

願に係る経費の一部を助成した。 

○申請件数 ６件（前年度実績 １件） 

   ○採択件数 ６件（前年度実績 １件） 

 

 ⑷ ライフサイエンスベンチャーフォローアップ事業 

   ライフサイエンス分野の事業創出を行うため、平成１５年度に投資事業組合「あきたアカデミ

ーベンチャー育成投資事業有限組合（あきたアカデミーベンチャーファンド）」へ出資しており、

出資者等から構成される「あきたアカデミーベンチャーファンド連絡協議会」を通じて、組合の

活動状況、投資先企業の事業の進捗状況等を把握した。 

 ○ファンドの概要 

    ・設立時期：平成１５年１２月 

    ・運用期間：１２年間 

    ・出 資 額：６１５百万円（当センターは、県からの１５０百万円の出捐を受け同額を出資） 

 

⑸ 地域需要創造型等起業・創業促進事業 

   国の地域需要創造型等起業・創業促進補助金の採択を受けた起業・創業者に対して、補助金

交付に係る管理・指導を行った。 

   ○起業支援専門員の配置：２名 

   ○管理・指導回数：９６回 
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６ 研究開発サポート事業 

 競争的研究開発資金等管理事業 

① 競争的研究開発資金等管理事業 

   これまで管理法人を担ってきた戦略的基盤技術高度化支援事業（サポイン）等の事業に対して、

事業終了後の事務処理を始めとしたフォローアップを行うとともに、新規事業が採択されるよう

事業計画づくりの段階から支援した。 

    

  ② 新戦略的基盤技術高度化支援事業 

   国の戦略的基盤技術高度化支援事業に、平成２７年度、日東光器(株)を研究代表とする「放射

光施設向け超高精度大口径ミラーの革新的加工技術の開発」が採択され、事業管理機関として、

研究開発計画の運営管理、共同研究体構成員相互の調整等を行った。 

   ○補助金交付決定日：平成２７年９月２８日 

   ○開発費用(予定) 

    １年目：５９，１８８千円 うち補助金 ３９，１９１千円 

    ２年目：２５，７８８千円   〃   １８，９９８千円 

   ○構成員 

    日東光器(株)、秋田県産業技術センター  

 

  ③ 新医工連携事業化推進事業 

 国の医工連携事業化推進事業に、平成２７年度、(株)フジシステムを研究代表とする「癌の分

子標的薬の適応を迅速に決定する装置の開発」が採択され、事業管理機関として、研究開発計画

の運営管理、共同研究体構成員相互の調整等を行った。 

   ○委託契約締結日：平成２７年１０月１９日 

   ○開発費用（予定） 

    １年目：４５，７６８千円  

    ２年目：４９，９８５千円 

    ３年目：４９，９６６千円 

   ○構成員 

    (株)フジシステム、比内時計工業(株)、秋田エプソン(株)、秋田県産業技術センター、国立

大学法人秋田大学、国立大学法人神戸大学、(一財)厚生会仙台厚生病院  
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７ 経営改革等意識醸成事業 

 高度技術産業振興事業 

革新的ベンチャービジネス育成事業 

   県内での起業意識の醸成及び新製品・新商品や新サービスの提供など、革新的で独創性のある

ビジネスプランを持つ起業家を発掘するため、ビジネスプランコンテストを実施した。また、入

賞者に対しては、起業に向けた支援を行った。 

   ○応募件数：１６件（前年度 １４件） 

   ○あきたビジネスプランコンテスト２０１５（最終審査会） 

・開 催 日：平成２７年１２月１８日（金） 

・会   場：秋田市にぎわい交流館（秋田市） 

・出 場 者：８名 

・来 場 者：約９０名 

・入賞内訳：最優秀賞 １名、優秀賞 ７名、観客賞 １名、特別賞 １名 

○起業家交流会 

   ・開 催 日：平成２８年１月２２日（金） 

   ・参 加 者：２４名 
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決 算 書



財 務 諸 表



貸　借　対　照　表

平成28年3月31日現在
（単位：円）

科　　　　目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ　資産の部       

　１．流動資産

　　　　現金預金 860,038,930 1,026,726,188 △ 166,687,258

　　　　割賦設備 792,142,800 910,962,860 △ 118,820,060

　　　　リース投資資産 380,992,475 391,226,009 △ 10,233,534

　　　　１年以内回収予定設備資金貸付金 32,739,000 45,274,000 △ 12,535,000

　　　　未収割賦販売債権 102,434,696 121,105,367 △ 18,670,671

　　　　　未収割賦設備 100,265,988 119,513,863 △ 19,247,875

　　　　　未収割賦損料 2,168,708 1,591,504 577,204

　　　　未収割賦販売債権損害賠償金 94,367,374 108,147,978 △ 13,780,604

　　　　未収リース料 20,811,400 21,727,000 △ 915,600

　　　　未収規定損害金 22,734,219 19,120,040 3,614,179

　　　　貸倒引当金 △ 252,545,584 △ 278,834,651 26,289,067

　　　　未収補助金 108,128,429 44,833,524 63,294,905

　　　　未収受託費 96,423,241 118,138,209 △ 21,714,968

　　　　未収創業支援室入居料 94,600 175,800 △ 81,200

　　　　未収金 8,297 47,580 △ 39,283

　　　　前払金 107,093 200,729 △ 93,636

　　　　仮払金 412,277 394 411,883

　　　流動資産合計  2,258,889,247 2,528,851,027 △ 269,961,780  

　２．固定資産

　　(1) 基本財産

　　　　基本財産有価証券 30,081,000 30,089,000 △ 8,000

　　　 基本財産合計  30,081,000 30,089,000 △ 8,000  

　　(2) 特定資産

　　　　ライフサイエンス事業資産 33,244,200 0 33,244,200

　　　　高度技術産業振興基金資産 407,620,100 408,652,560 △ 1,032,460

　　　　技術振興基金資産 1,455,218,500 1,459,377,165 △ 4,158,665

　　　　円滑化補助金積立資産 119,597,836 120,962,029 △ 1,364,193

　　　　地域中小企業応援ファンド資産 4,733,174,270 4,785,534,310 △ 52,360,040

　　　　中小企業支援機関資産 11,507,320 11,333,996 173,324

　　　　あきた農商工応援ファンド資産 2,659,283,000 2,681,294,000 △ 22,011,000

　　　 特定資産合計  9,419,645,226 9,467,154,060 △ 47,508,834  

　　(3) その他固定資産

　　　　リース設備 0 908,800 △ 908,800

　　　　設備資金貸付金 41,039,000 73,778,000 △ 32,739,000

　　　　未収設備資金貸付金 78,002,083 77,777,083 225,000

　　　　器具備品 3,540,400 3,540,400 0

　　　　器具備品減価償却累計額 △ 3,295,740 △ 3,123,150 △ 172,590

　　　　電話加入権 60,000 60,000 0

　　　　投資有価証券 50,145,000 50,030,000 115,000

　　　　投資事業組合出資金 49,751,421 17,840,061 31,911,360

　　　　厚生貸付金 2,216,896 3,373,224 △ 1,156,328

　　　　出資金 1,989,800 1,979,400 10,400

　　　 その他固定資産合計  223,448,860 226,163,818 △ 2,714,958  

　　　固定資産合計  9,673,175,086 9,723,406,878 △ 50,231,792  

　　　資産合計  11,932,064,333 12,252,257,905 △ 320,193,572  
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貸　借　対　照　表

平成28年3月31日現在
（単位：円）

科　　　　目 当年度 前年度 増　減

Ⅱ　負債の部   

　１．流動負債

　　　　未払金 37,457,637 39,437,354 △ 1,979,717

　　　　預り金 58,356 98,044 △ 39,688

　　　　預り保険料 24,770 395,810 △ 371,040

　　　　消費税預り金 49,525,706 53,801,633 △ 4,275,927

　　　　労働保険預り金 0 691,988 △ 691,988

　　　　厚生年金個人預り金 105,185 301,427 △ 196,242

　　　　健康保険個人預り金 66,917 195,127 △ 128,210

　　　　社会保険事業主預り金 2,169,712 2,556,619 △ 386,907

　　　　仮受金 0 1,352,526 △ 1,352,526

　　　　短期借入金 1,130,000,000 1,240,000,000 △ 110,000,000

　　　　１年以内返済予定長期借入金 159,494,667 215,290,890 △ 55,796,223

　　　　　県借入金 121,509,667 170,036,890 △ 48,527,223

　　　　　金融機関借入金 37,985,000 45,254,000 △ 7,269,000

　　　流動負債合計  1,378,902,950 1,554,121,418 △ 175,218,468  

　２．固定負債

　　　　長期借入金 7,228,133,416 7,357,574,416 △ 129,441,000

　　　　　県借入金 7,062,952,416 7,154,406,416 △ 91,454,000

　　　　　金融機関借入金 165,181,000 203,168,000 △ 37,987,000

　　　　退職給付引当金 156,526,835 144,982,377 11,544,458

　　　　機械類信用保険預り金 14,927,899 14,927,899 0

　　　　リース信用保険預り金 300,236 1,698,249 △ 1,398,013

　　　　長期出資預り金 49,751,421 17,840,061 31,911,360

　　　　長期預り金 130,000,000 130,000,000 0

　　　　割賦設備保証金 120,703,059 142,828,523 △ 22,125,464

　　　固定負債合計  7,700,342,866 7,809,851,525 △ 109,508,659  

　　　負債合計  9,079,245,816 9,363,972,943 △ 284,727,127  

Ⅲ　正味財産の部   

　１．指定正味財産

　　　　国・県補助金 11,507,320 11,333,996 173,324

　　　　寄付金 1,890,910,533 1,895,538,886 △ 4,628,353

　　　指定正味財産合計  1,902,417,853 1,906,872,882 △ 4,455,029  

　　　　（うち基本財産への充当額） ( 30,081,000 ) ( 30,089,000 ) ( △ 8,000 )

　　　　（うち特定資産への充当額） ( 1,872,336,853 ) ( 1,876,783,882 ) ( △ 4,447,029 )

　２．一般正味財産 950,400,664 981,412,080 △ 31,011,416

　　　　（うち基本財産への充当額） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

　　　　（うち特定資産への充当額） ( 154,851,103 ) ( 123,541,868 ) ( 31,309,235 )

　　　正味財産合計  2,852,818,517 2,888,284,962 △ 35,466,445  

　　　負債及び正味財産合計  11,932,064,333 12,252,257,905 △ 320,193,572  
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貸借対照表内訳表

 平成28年3月31日現在 （単位：円）

科　　　　目 法人会計 内部取引消去 　合　　計

Ⅰ　資産の部

　　１．流動資産         

　　　　現金預金 　 824,394,062 35,644,868 860,038,930  

　　　　割賦設備 　 792,142,800 0 792,142,800  

　　　　リース投資資産 　 380,992,475 0 380,992,475  

　　　　１年以内回収予定設備資金貸付金 32,739,000 0 32,739,000  

　　　　未収割賦販売債権 　 102,434,696 0 102,434,696  

　　　　　未収割賦設備 　　 100,265,988 0 100,265,988  

　　　　　未収割賦損料 　　 2,168,708 0 2,168,708  

　　　　未収割賦販売債権損害賠償金 　 94,367,374 0 94,367,374  

　　　　未収リース料 　 20,811,400 0 20,811,400  

　　　　未収規定損害金 　 22,734,219 0 22,734,219  

　　　　貸倒引当金 　 △ 252,545,584 0 △ 252,545,584  

　　　　未収補助金 　 60,189,429 47,939,000 108,128,429  

　　　　未収受託費 　 93,510,762 2,912,479 96,423,241  

　　　　未収創業支援室入居料 　 94,600 0 94,600  

　　　　未収金 　 8,297 0 8,297  

　　　　前払金 　 101,143 5,950 107,093  

　　　　仮払金 　 116 412,161 412,277  

　　　　会計勘定（貸付） 　 129,444,781 106,306,305 △ 235,751,086 -  

　　　流動資産合計 2,301,419,570 193,220,763 △ 235,751,086 2,258,889,247

　　２．固定資産  

　　　(1) 基本財産 　  

　　　　基本財産有価証券 　 15,040,500 15,040,500 30,081,000  

　　　 基本財産合計 15,040,500 15,040,500 30,081,000

　　　(2) 特定資産 　  

　　　　ライフサイエンス事業資産 　  33,244,200  0  33,244,200

　　　　高度技術産業振興基金資産 　 407,620,100 0 407,620,100  

　　　　技術振興基金資産 　 1,455,218,500 0 1,455,218,500  

　　　　円滑化補助金積立資産 　 119,597,836 0 119,597,836  

　　　　地域中小企業応援ファンド資産 4,733,174,270 0 4,733,174,270  

　　　　中小企業支援機関資産 　 0 11,507,320 11,507,320  

　　　　あきた農商工応援ファンド資産 2,659,283,000 0 2,659,283,000  

　　　 特定資産合計 9,408,137,906 11,507,320 9,419,645,226

　　　(3) その他固定資産 　  

　　　　設備資金貸付金 　 41,039,000 0 41,039,000  

　　　　未収設備資金貸付金 　 78,002,083 0 78,002,083  

　　　　器具備品 　 3,540,400 0 3,540,400  

　　　　器具備品減価償却累計額 　 △ 3,295,740 0 △ 3,295,740  

　　　　電話加入権 　 0 60,000 60,000  

　　　　投資有価証券 　 50,145,000 0 50,145,000  

　　　　投資事業組合出資金 　 49,751,421 0 49,751,421  

　　　　厚生貸付金 　 0 2,216,896 2,216,896  

　　　　出資金 　 1,989,800 0 1,989,800  

　　　 その他固定資産合計 221,171,964 2,276,896 223,448,860

　　　固定資産合計 9,644,350,370 28,824,716 9,673,175,086

　　　資　産　合　計 11,945,769,940 222,045,479 △ 235,751,086 11,932,064,333

公益目的事業会計
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貸借対照表内訳表

 平成28年3月31日現在 （単位：円）

科　　　　目 法人会計 内部取引消去 　合　　計公益目的事業会計

Ⅱ　負債の部

　　１．流動負債  

　　　　未払金 　 8,500,862 28,956,775 37,457,637  

　　　　預り金 　 0 58,356 58,356

　　　　預り保険料 　 24,770 0 24,770  

　　　　消費税預り金 　 49,525,706 0 49,525,706  

　　　　厚生年金個人預り金 　 0 105,185 105,185  

　　　　健康保険個人預り金 　 0 66,917 66,917  

　　　　社会保険事業主預り金 　 0 2,169,712 2,169,712  

　　　　短期借入金 1,130,000,000 0 1,130,000,000  

　　　　１年以内返済予定長期借入金 　 159,494,667 0 159,494,667  

　　　　　県借入金 　　 121,509,667 0 121,509,667  

　　　　　金融機関借入金 　　 37,985,000 0 37,985,000  

　　　　会計勘定（借入） 　 197,725,854 38,025,232 △ 235,751,086 -  

　　　流動負債合計 1,545,271,859 69,382,177 △ 235,751,086 1,378,902,950

　　２．固定負債  

　　　　長期借入金 　 7,228,133,416 0 7,228,133,416  

　　　　　県借入金 　　 7,062,952,416 0 7,062,952,416  

　　　　　金融機関借入金 　　 165,181,000 0 165,181,000  

　　　　退職給付引当金 　 30,962,500 125,564,335 156,526,835  

　　　　機械類信用保険預り金 　 14,927,899 0 14,927,899  

　　　　リース信用保険預り金 　 300,236 0 300,236  

　　　　長期出資預り金 　 49,751,421 0 49,751,421  

　　　　長期預り金 　 130,000,000 0 130,000,000  

　　　　割賦設備保証金 　 120,703,059 0 120,703,059  

　　　固定負債合計 7,574,778,531 125,564,335 7,700,342,866

　　　負　債　合　計 9,120,050,390 194,946,512 △ 235,751,086 9,079,245,816

Ⅲ　正味財産の部

　　１．指定正味財産  

　　　　国・県補助金 　 0 11,507,320 11,507,320  

　　　　寄付金 　 1,875,870,033 15,040,500 1,890,910,533  

　　　指定正味財産合計 1,875,870,033 26,547,820 1,902,417,853

　　　　（うち基本財産への充当額） 　 ( 15,040,500 ) ( 15,040,500 ) ( 30,081,000 )

　　　　（うち特定資産への充当額） 　 ( 1,860,829,533 ) ( 11,507,320 ) ( 1,872,336,853 )

　　２．一般正味財産  949,849,517 551,147 950,400,664  

　　　　（うち基本財産への充当額） 　 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

　　　　（うち特定資産への充当額） 　 ( 154,851,103 ) ( 0 ) ( 154,851,103 )

　　　正味財産合計 2,825,719,550 27,098,967 2,852,818,517

　　　負債及び正味財産合計 11,945,769,940 222,045,479 △ 235,751,086 11,932,064,333
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正味財産増減計算書

平成27年4月1日から平成28年3月31日まで （単位：円）

科　　　　目

Ⅰ　一般正味財産増減の部       

 １．経常増減の部       

  (1) 経常収益       

　　　 基本財産運用益 [ 119,520 ] [ 120,000 ] [ △ 480 ]

　　　　　基本財産受取利息  119,520 120,000  △ 480

　　　 特定資産運用益 [ 136,304,049 ] [ 136,318,542 ] [ △ 14,493 ]

　　　　　特定資産受取利息  136,304,049 136,318,542  △ 14,493

　　　 受取会費 [ 3,390,000 ] [ 3,510,000 ] [ △ 120,000 ]

　　　　　賛助会収益  3,390,000 3,510,000  △ 120,000

　　　 事業収益 [ 535,858,608 ] [ 682,954,959 ] [ △ 147,096,351 ]

　　　　　割賦販売収益 ( 258,866,470 ) ( 341,691,531 ) ( △ 82,825,061 )

　　　　　　割賦設備収益  239,400,060 318,885,340  △ 79,485,280

　　　　　　割賦損料収益  19,466,410 22,806,191  △ 3,339,781

　　　　　リース料  132,699,300 166,371,400  △ 33,672,100

　　　　　再リース料  2,819,090 4,163,554  △ 1,344,464

　　　　　受取未収規定損害金  7,251,300 3,173,700  4,077,600

　　　　　リース設備売却益  4,141,634 1,925,786  2,215,848

　　　　　償却債権取立益  2,510,000 1,916,000  594,000

　　　　　受取共済保険（損害保険）手数料  169,243 253,726  △ 84,483

　　　　　違約金収益 ( 1,120,440 ) ( 359,533 ) ( 760,907 )

　　　　　　設備貸与違約金収益  1,120,440 359,533  760,907

　　　　　情報提供収益  165,600 165,600  0

　　　　　広告料収益  375,000 475,000  △ 100,000

　　　　　創業支援室入居料収益  3,240,960 3,498,066  △ 257,106

　　　　　受託金収益  122,499,571 158,961,063  △ 36,461,492

　　　 受取補助金等 [ 333,935,623 ] [ 373,828,384 ] [ △ 39,892,761 ]

　　　　　受取国・県補助金  324,745,470 343,402,150  △ 18,656,680

　　　　　受取貸与事業円滑化補助金  4,721,000 25,064,000  △ 20,343,000

　　　　　受取補助金等振替額  4,469,153 5,362,234  △ 893,081

　　　 受取負担金 [ 4,076,598 ] [ 1,129,617 ] [ 2,946,981 ]

　　　　　受取分担金  4,076,598 1,129,617  2,946,981

　　　 雑収益 [ 248,401 ] [ 470,849 ] [ △ 222,448 ]

　　　　　受取利息  88,279 129,625  △ 41,346

　　　　　有価証券運用益  100,000 100,000  0

　　　　　加算金収益 0 10,600 △ 10,600

　　　　　雑収益  60,122 230,624  △ 170,502

　　　 経常収益計  1,013,932,799   1,198,332,351   △ 184,399,552  

  (2) 経常費用       

　　　 事業費 [ 903,177,250 ] [ 1,072,720,881 ] [ △ 169,543,631 ]

　　　　　割賦販売原価  239,400,060 318,885,340  △ 79,485,280

　　　　　リース原価  115,728,227 116,617,608  △ 889,381

　　　　　未収規定損害金原価  6,845,307 2,958,262  3,887,045

　　　　　給料手当  183,200,554 197,154,313  △ 13,953,759

　　　　　福利厚生費  33,231,886 36,958,733  △ 3,726,847

　　　　　退職給付費用  4,374,241 2,240,049  2,134,192

　　　　　共済年金掛金  484,700 528,300  △ 43,600

　　　　　賃金  0 23,300,712  △ 23,300,712

　　　　　謝金 ( 45,137,426 ) ( 31,743,250 ) ( 13,394,176 )

　　　　　　委員等謝金  360,000 734,000  △ 374,000

　　　　　　講師等謝金  5,422,100 4,426,000  996,100

　　　　　　その他謝金  39,355,326 26,583,250  12,772,076

　　　　　旅費 ( 19,104,535 ) ( 23,608,560 ) ( △ 4,504,025 )

　　　　　　職員旅費  13,191,918 17,874,205  △ 4,682,287

　　　　　　講師・委員旅費  898,562 991,683  △ 93,121

当年度 前年度 増　減
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正味財産増減計算書

平成27年4月1日から平成28年3月31日まで （単位：円）

科　　　　目 当年度 前年度 増　減

　　　　　　その他旅費  5,014,055 4,742,672  271,383

　　　　　保険料 ( 981,831 ) ( 993,540 ) ( △ 11,709 )

　　　　　　リース損害保険料  981,831 986,950  △ 5,119

　　　　　　その他の保険料  0 6,590  △ 6,590

　　　　　租税公課 ( 12,623,405 ) ( 14,481,937 ) ( △ 1,858,532 )

　　　　　　リース設備固定資産税  6,071,940 6,606,070  △ 534,130

　　　　　　消費税相当額  5,713,065 6,982,167  △ 1,269,102

　　　　　　その他の公租公課  838,400 893,700  △ 55,300

　　　　　事務費 ( 12,324,118 ) ( 12,389,465 ) ( △ 65,347 )

　　　　　　消耗品費  2,445,973 1,620,507  825,466

　　　　　　燃料費  134,473 464,072  △ 329,599

　　　　　　通信運搬費  3,404,945 3,353,766  51,179

　　　　　　印刷製本費  2,930,191 2,423,174  507,017

　　　　　　会議費  127,808 50,818  76,990

　　　　　　水道光熱費 25,872 40,846 △ 14,974

　　　　　　広告宣伝費  3,110,400 3,868,252  △ 757,852

　　　　　　修繕費 0 410,400 △ 410,400

　　　　　　支払手数料  144,456 157,630  △ 13,174

　　　　　使用料及び賃借料  8,388,477 9,897,214  △ 1,508,737

　　　　　支払委託料  39,891,813 49,590,113  △ 9,698,300

　　　　　支払負担金  817,400 806,100  11,300

　　　　　支払利息  1,676,258 1,905,452  △ 229,194

　　　　　減価償却費 ( 1,081,390 ) ( 27,677,782 ) ( △ 26,596,392 )

　　　　　　リース設備減価償却費  908,800 27,471,860  △ 26,563,060

　　　　　　その他減価償却費  172,590 205,922  △ 33,332

　　　　　貸倒引当金繰入額  10,182,471 36,180,052  △ 25,997,581

　　　　　雑費  1,570,951 935,853  635,098

　　　　　支払助成金  166,132,200 163,868,246  2,263,954

　　　 管理費 [ 100,753,188 ] [ 64,491,118 ] [ 36,262,070 ]

　　　　　報酬  8,957,080 8,967,080  △ 10,000

　　　　　給料手当  26,048,436 15,301,564  10,746,872

　　　　　福利厚生費  6,321,002 6,769,545  △ 448,543

　　　　　退職給付費用  29,945,692 389,199  29,556,493

　　　　　共済年金掛金  70,800 21,600  49,200

　　　　　賃金  0 1,422,680  △ 1,422,680

　　　　　謝金 ( 3,800,000 ) ( 3,900,000 ) ( △ 100,000 )

　　　　　　その他謝金  3,800,000 3,900,000  △ 100,000

　　　　　旅費 ( 1,901,769 ) ( 2,052,349 ) ( △ 150,580 )

　　　　　　職員旅費  1,883,421 2,047,095  △ 163,674

　　　　　　その他旅費 18,348 5,254 13,094

　　　　　保険料  573,310 508,080  65,230

　　　　　租税公課 ( 352,992 ) ( 690,536 ) ( △ 337,544 )

　　　　　　消費税相当額 265,982 559,406 △ 293,424

　　　　　　その他の公租公課  87,010 131,130  △ 44,120

　　　　　交流費  849,138 895,960  △ 46,822

　　　　　事務費 ( 12,147,450 ) ( 13,074,724 ) ( △ 927,274 )

　　　　　　消耗品費  6,750,181 6,391,955  358,226

　　　　　　燃料費  825,514 1,358,515  △ 533,001

　　　　　　通信運搬費  1,569,311 2,074,741  △ 505,430

　　　　　　会議費  15,480 6,320  9,160

　　　　　　水道光熱費  2,514,188 2,523,516  △ 9,328

　　　　　　修繕費  4,000 188,247  △ 184,247

　　　　　　支払手数料  468,776 531,430  △ 62,654

　　　　　使用料及び賃借料  2,972,022 3,150,649  △ 178,627
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正味財産増減計算書

平成27年4月1日から平成28年3月31日まで （単位：円）

科　　　　目 当年度 前年度 増　減

　　　　　支払委託料  951,459 842,166  109,293

　　　　　支払負担金  1,270,406 967,375  303,031

　　　　　支払利息  67,095 142,849  △ 75,754

　　　　　減価償却費 ( 4,469,153 ) ( 5,362,234 ) ( △ 893,081 )

　　　　　　その他減価償却費  4,469,153 5,362,234  △ 893,081

　　　　　雑費  55,384 32,528  22,856

　　　経常費用計  1,003,930,438   1,137,211,999   △ 133,281,561  

　　　　評価損益等調整前当期経常増減額  10,002,361   61,120,352   △ 51,117,991  

　　　　特定資産評価損益等  △ 74,372,977 △ 71,539,317  △ 2,833,660

　　　　投資有価証券評価損益等  115,000 95,000  20,000

　　　　評価損益等計  △ 74,257,977   △ 71,444,317   △ 2,813,660  

　　　　当期経常増減額  △ 64,255,616   △ 10,323,965   △ 53,931,651  

 ２．経常外増減の部       

  (1) 経常外収益       

　　　 その他収益 [ 40,744,200 ] [ 0 ] [ 40,744,200 ]

　　　　  雑収益 40,744,200 0 40,744,200

　　　経常外収益計  40,744,200   0   40,744,200  

　(2) 経常外費用       

　　　 基金等返還金 7,500,000 142,500,000 △ 135,000,000

　　　　　国・県返還金 7,500,000 142,500,000 △ 135,000,000

　　　経常外費用計  7,500,000   142,500,000   △ 135,000,000  

　　　　当期経常外増減額  33,244,200   △ 142,500,000   175,744,200  

　　　　当期一般正味財産増減額  △ 31,011,416   △ 152,823,965   121,812,549  

　　　　一般正味財産期首残高  981,412,080   1,134,236,045   △ 152,823,965  

　　　　一般正味財産期末残高  950,400,664   981,412,080   △ 31,011,416  

Ⅱ　指定正味財産増減の部       

　　　 受取補助金等 [ 4,642,477 ] [ 4,294,620 ] [ 347,857 ]

　　　　　受取国・県補助金  4,642,477 4,294,620  347,857

　　　 特定資産評価益 [ 0 ] [ 1,596,000 ] [ △ 1,596,000 ]

　　　　　特定資産評価益  0 1,596,000  △ 1,596,000

　　　 基本財産運用益 [ 119,520 ] [ 120,000 ] [ △ 480 ]

　　　　　基本財産受取利息  119,520 120,000  △ 480

　　　 特定資産運用益 [ 19,397,872 ] [ 19,412,365 ] [ △ 14,493 ]

　　　　　特定資産受取利息  19,397,872 19,412,365  △ 14,493

　　   基本財産評価損 [ △ 8,000 ] [ △ 15,000 ] [ 7,000 ]

　　　　　基本財産評価損 △ 8,000 △ 15,000 7,000

　　   特定資産評価損 [ △ 4,620,353 ] [ △ 8,241,843 ] [ 3,621,490 ]

　　　　　特定資産評価損 △ 4,620,353 △ 8,241,843 3,621,490

　　　 一般正味財産への振替額 [ △ 23,986,545 ] [ △ 24,894,599 ] [ 908,054 ]

　　　　　一般正味財産への振替額  △ 23,986,545 △ 24,894,599  908,054

　　　　 当期指定正味財産増減額  △ 4,455,029   △ 7,728,457   3,273,428  

　　　　 指定正味財産期首残高  1,906,872,882   1,914,601,339   △ 7,728,457  

　　　　 指定正味財産期末残高  1,902,417,853   1,906,872,882   △ 4,455,029  

Ⅲ　正味財産期末残高  2,852,818,517   2,888,284,962   △ 35,466,445  
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正味財産増減計算書内訳表

平成27年4月1日から平成28年3月31日まで （単位：円）

科　　　　目

Ⅰ　一般正味財産増減の部       

 １．経常増減の部       

  (1) 経常収益       

　　　 基本財産運用益 [ 59,760 ] [ 59,760 ] [ 119,520 ]

　　　　　基本財産受取利息  59,760   59,760  119,520

　　　 特定資産運用益 [ 136,304,049 ] [ 0 ] [ 136,304,049 ]

　　　　　特定資産受取利息  136,304,049   0  136,304,049

　　　 受取会費 [ 3,390,000 ] [ 0 ] [ 3,390,000 ]

　　　　　賛助会収益  3,390,000   0  3,390,000

　　　 事業収益 [ 531,899,151 ] [ 3,959,457 ] [ 535,858,608 ]

　　　　　割賦販売収益 ( 258,497,775 ) ( 368,695 ) ( 258,866,470 )

　　　　　　割賦設備収益  239,400,060   0  239,400,060

　　　　　　割賦損料収益  19,097,715   368,695  19,466,410

　　　　　リース料  132,699,300   0  132,699,300

　　　　　再リース料  2,819,090   0  2,819,090

　　　　　受取未収規定損害金  7,251,300   0  7,251,300

　　　　　リース設備売却益  4,141,634   0  4,141,634

　　　　　償却債権取立益  2,510,000   0  2,510,000

　　　　　受取共済保険（損害保険）手数料  169,243   0  169,243

　　　　　違約金収益 ( 1,120,440 ) ( 0 ) ( 1,120,440 )

　　　　　　設備貸与違約金収益  1,120,440   0  1,120,440

　　　　　情報提供収益  165,600   0  165,600

　　　　　広告料収益  375,000   0  375,000

　　　　　創業支援室入居料収益  3,240,960   0  3,240,960

　　　　　受託金収益  118,908,809   3,590,762  122,499,571

　　　 受取補助金等 [ 266,767,243 ] [ 67,168,380 ] [ 333,935,623 ]

　　　　　受取国・県補助金  262,046,243   62,699,227  324,745,470

　　　　　受取貸与事業円滑化補助金  4,721,000   0  4,721,000

　　　　　受取補助金等振替額  0   4,469,153  4,469,153

　　　 受取負担金 [ 4,076,598 ] [ 0 ] [ 4,076,598 ]

　　　　　受取分担金  4,076,598   0  4,076,598

　　　 雑収益 [ 169,106 ] [ 79,295 ] [ 248,401 ]

　　　　　受取利息  8,984   79,295  88,279

　　　　　有価証券運用益  100,000   0  100,000

　　　　　雑収益  60,122   0  60,122

　　　 経常収益計  942,665,907   71,266,892   1,013,932,799  

  (2) 経常費用  0    

　　　 事業費 [ 903,177,250 ] [ 0 ] [ 903,177,250 ]

　　　　　割賦販売原価  239,400,060   0  239,400,060

　　　　　リース原価  115,728,227   0  115,728,227

　　　　　未収規定損害金原価  6,845,307   0  6,845,307

　　　　　給料手当  183,200,554   0  183,200,554

　　　　　福利厚生費  33,231,886   0  33,231,886

　　　　　退職給付費用  4,374,241   0  4,374,241

　　　　　共済年金掛金  484,700   0  484,700

　　　　　謝金 ( 45,137,426 ) ( 0 ) ( 45,137,426 )

　　　　　　委員等謝金  360,000   0  360,000

　　　　　　講師等謝金  5,422,100   0  5,422,100

　　　　　　その他謝金  39,355,326   0  39,355,326

　　　　　旅費 ( 19,104,535 ) ( 0 ) ( 19,104,535 )

　　　　　　職員旅費  13,191,918   0  13,191,918

　　　　　　講師・委員旅費  898,562   0  898,562

公益目的事業会計 法人会計 計
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平成27年4月1日から平成28年3月31日まで （単位：円）

科　　　　目 公益目的事業会計 法人会計 計

　　　　　　その他旅費  5,014,055   0  5,014,055

　　　　　保険料 ( 981,831 ) ( 0 ) ( 981,831 )

　　　　　　リース損害保険料  981,831   0  981,831

　　　　　租税公課 ( 12,623,405 ) ( 0 ) ( 12,623,405 )

　　　　　　リース設備固定資産税  6,071,940   0  6,071,940

　　　　　　消費税相当額  5,713,065   0  5,713,065

　　　　　　その他の公租公課  838,400   0  838,400

　　　　　事務費 ( 12,324,118 ) ( 0 ) ( 12,324,118 )

　　　　　　消耗品費  2,445,973   0  2,445,973

　　　　　　燃料費  134,473   0  134,473

　　　　　　通信運搬費  3,404,945   0  3,404,945

　　　　　　印刷製本費  2,930,191   0  2,930,191

　　　　　　会議費  127,808   0  127,808

　　　　　　水道光熱費 　　 25,872 0 25,872

　　　　　　広告宣伝費  3,110,400   0  3,110,400

　　　　　　支払手数料  144,456   0  144,456

　　　　　使用料及び賃借料  8,388,477   0  8,388,477

　　　　　支払委託料  39,891,813   0  39,891,813

　　　　　支払負担金  817,400   0  817,400

　　　　　支払利息  1,676,258   0  1,676,258

　　　　　減価償却費 ( 1,081,390 ) ( 0 ) ( 1,081,390 )

　　　　　　リース設備減価償却費  908,800   0  908,800

　　　　　　その他減価償却費  172,590   0  172,590

　　　　　貸倒引当金繰入額  10,182,471   0  10,182,471

　　　　　雑費  1,570,951   0  1,570,951

　　　　　支払助成金  166,132,200   0  166,132,200

　　　 管理費 [ 0 ] [ 100,753,188 ] [ 100,753,188 ]

　　　　　報酬  0   8,957,080  8,957,080

　　　　　給料手当  0   26,048,436  26,048,436

　　　　　福利厚生費  0   6,321,002  6,321,002

　　　　　退職給付費用  0   29,945,692  29,945,692

　　　　　共済年金掛金  0   70,800  70,800

　　　　　謝金 ( 0 ) ( 3,800,000 ) ( 3,800,000 )

　　　　　　その他謝金  0   3,800,000  3,800,000

　　　　　旅費 ( 0 ) ( 1,901,769 ) ( 1,901,769 )

　　　　　　職員旅費  0   1,883,421  1,883,421

　　　　　　その他旅費 0   18,348 18,348

　　　　　保険料  0   573,310  573,310

　　　　　租税公課 ( 0 ) ( 352,992 ) ( 352,992 )

　　　　　　消費税相当額 0   265,982 265,982

　　　　　　その他の公租公課  0   87,010  87,010

　　　　　交流費  0   849,138  849,138

　　　　　事務費 ( 0 ) ( 12,147,450 ) ( 12,147,450 )

　　　　　　消耗品費  0   6,750,181  6,750,181

　　　　　　燃料費  0   825,514  825,514

　　　　　　通信運搬費  0   1,569,311  1,569,311

　　　　　　会議費  0   15,480  15,480

　　　　　　水道光熱費  0   2,514,188  2,514,188

　　　　　　修繕費  0   4,000  4,000

　　　　　　支払手数料  0   468,776  468,776

　　　　　使用料及び賃借料  0   2,972,022  2,972,022

　　　　　支払委託料  0   951,459  951,459
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平成27年4月1日から平成28年3月31日まで （単位：円）

科　　　　目 公益目的事業会計 法人会計 計

　　　　　支払負担金  0   1,270,406  1,270,406

　　　　　支払利息  0   67,095  67,095

　　　　　減価償却費 ( 0 ) ( 4,469,153 ) ( 4,469,153 )

　　　　　　その他減価償却費  0   4,469,153  4,469,153

　　　　　雑費  0   55,384  55,384

　　　経常費用計  903,177,250   100,753,188   1,003,930,438  

　　　　評価損益等調整前当期経常増減額  39,488,657   △ 29,486,296   10,002,361  

　　　　特定資産評価損益等  △ 74,372,977   0  △ 74,372,977

　　　　投資有価証券評価損益等  115,000   0  115,000

　　　　評価損益等計  △ 74,257,977   0   △ 74,257,977  

　　　　当期経常増減額  △ 34,769,320   △ 29,486,296   △ 64,255,616  

 ２．経常外増減の部     

  (1) 経常外収益     

　　　その他の収益 40,744,200 0 40,744,200

　　　　　雑収益 　 40,744,200 0 40,744,200

　　　経常外収益計  40,744,200   0   40,744,200  

　(2) 経常外費用     

　　　 基金等返還金 [ 7,500,000 ] [ 0 ] [ 7,500,000 ]

　　　　　国・県返還金 　 7,500,000 0 7,500,000

　　　経常外費用計  7,500,000   0   7,500,000  

　　　　当期経常外増減額  33,244,200   0   33,244,200  

　　　　当期一般正味財産増減額  △ 1,525,120   △ 29,486,296   △ 31,011,416  

　　　　一般正味財産期首残高  951,374,637   30,037,443   981,412,080  

　　　　一般正味財産期末残高  949,849,517   551,147   950,400,664  

Ⅱ　指定正味財産増減の部     

　　　 受取補助金等 [ 0 ] [ 4,642,477 ] [ 4,642,477 ]

　　　　　受取国・県補助金  0   4,642,477  4,642,477

　　　 基本財産運用益 [ 59,760 ] [ 59,760 ] [ 119,520 ]

　　　　　基本財産受取利息  59,760   59,760  119,520

　　　 特定資産運用益 [ 19,397,872 ] [ 0 ] [ 19,397,872 ]

　　　　　特定資産受取利息  19,397,872   0  19,397,872

　　   基本財産評価損 [ △ 4,000 ] [ △ 4,000 ] [ △ 8,000 ]

　　　　　基本財産評価損 △ 4,000   △ 4,000 △ 8,000

　　　 特定資産評価損 [ △ 4,620,353 ] [ 0 ] [ △ 4,620,353 ]

　　　　　特定資産評価損 　 △ 4,620,353   0 △ 4,620,353

　　　 一般正味財産への振替額 [ △ 19,457,632 ] [ △ 4,528,913 ] [ △ 23,986,545 ]

　　　　　一般正味財産への振替額  △ 19,457,632   △ 4,528,913  △ 23,986,545

　　　　 当期指定正味財産増減額  △ 4,624,353   169,324   △ 4,455,029  

　　　　 指定正味財産期首残高  1,880,494,386   26,378,496   1,906,872,882  

　　　　 指定正味財産期末残高  1,875,870,033   26,547,820   1,902,417,853  

Ⅲ　正味財産期末残高  2,825,719,550   27,098,967   2,852,818,517  
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キャッシュ･フロー計算書

平成27年4月1日から平成28年3月31日まで

　

（単位：円）

科　　　　目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ　事業活動によるキャッシュ・フロー

　１．事業活動収入

　　　基本財産運用収入 119,520 120,000 △ 480

　　　　基本財産受取利息収入 119,520 120,000 △ 480

　　　特定資産運用収入 119,187,511 121,696,557 △ 2,509,046

　　　　特定資産利息収入 119,187,511 121,696,557 △ 2,509,046

　　　会費収入 3,390,000 3,510,000 △ 120,000

　　　　賛助会収入 3,390,000 3,510,000 △ 120,000

　　　事業収入 601,396,109 743,742,178 △ 142,346,069

　　　　割賦販売収入 228,798,438 272,707,446 △ 43,909,008

　　　　　割賦設備収入 211,247,505 252,645,832 △ 41,398,327

　　　　　割賦損料収入 17,550,933 20,061,614 △ 2,510,681

　　　　割賦設備保証金収入 9,874,000 13,465,000 △ 3,591,000

　　　　未収割賦設備回収収入 22,446,118 24,439,153 △ 1,993,035

　　　　未収割賦損料回収収入 1,258,037 2,073,551 △ 815,514

　　　　未収割賦販売債権損害賠償金回収収入 4,487,922 7,314,985 △ 2,827,063

　　　　リース料収入 121,635,200 150,368,400 △ 28,733,200

　　　　再リース料収入 2,819,090 4,163,554 △ 1,344,464

　　　　未収リース料回収収入 9,339,500 15,628,300 △ 6,288,800

　　　　未収規定損害金回収収入 2,760,000 5,233,315 △ 2,473,315

　　　　リース設備売却収入 4,141,634 1,925,786 2,215,848

　　　　償却債権取立収入 2,510,000 1,916,000 594,000

　　　　共済保険（損害保険）手数料収入 214,079 235,664 △ 21,585

　　　　設備資金貸付金回収収入 42,867,750 84,548,910 △ 41,681,160

　　　　未収設備資金貸付金回収収入 2,181,250 4,079,090 △ 1,897,840

　　　　違約金収入 1,120,440 359,533 760,907

　　　　　設備貸与違約金収入 1,120,440 359,533 760,907

　　　　情報提供収入 165,600 165,600 0

　　　　広告料収入 375,000 475,000 △ 100,000

　　　　創業支援室入居料収入 3,322,160 3,385,266 △ 63,106

　　　　受託金収入 141,079,891 151,257,625 △ 10,177,734

　　　補助金等収入 271,917,881 372,427,524 △ 100,509,643

　　　　国・県補助金収入 246,853,881 341,546,524 △ 94,692,643

　　　　貸与事業円滑化補助金収入 25,064,000 30,881,000 △ 5,817,000

　　　負担金収入 4,076,598 1,129,617 2,946,981

　　　　分担金収入 4,076,598 1,129,617 2,946,981

　　　雑収入 40,992,601 470,849 40,521,752

　　　　受取利息収入 88,279 129,625 △ 41,346

　　　　有価証券運用収入 100,000 100,000 0

　　　　　有価証券運用収入　 100,000 100,000 0

　　　　加算金収入 0 10,600 △ 10,600

　　　　雑収入 40,804,322 230,624 40,573,698

　　　その他事業活動収入 △ 6,148,358 3,021,568 △ 9,169,926

　　　　その他収入 △ 6,148,358 3,021,568 △ 9,169,926

　　　事業活動収入計 1,034,931,862 1,246,118,293 △ 211,186,431
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キャッシュ･フロー計算書

平成27年4月1日から平成28年3月31日まで

　

（単位：円）

科　　　　目 当年度 前年度 増　減

　２．事業活動支出

　　　事業費支出 796,083,112 901,354,664 △ 105,271,552

　　　　割賦設備購入支出 120,580,000 219,380,000 △ 98,800,000

　　　　割賦設備預り保証金返済支出 31,999,464 38,758,564 △ 6,759,100

　　　　リース投資資産購入支出 112,340,000 54,500,000 57,840,000

　　　　機械類信用保険預り金返還支出 0 325,572 △ 325,572

　　　　リース信用保険預り金返還支出 25,000 51,073 △ 26,073

　　　　設備資金貸付金支出 0 17,620,000 △ 17,620,000

　　　　給料手当支出 182,200,947 196,284,171 △ 14,083,224

　　　　福利厚生費支出 29,290,958 31,361,508 △ 2,070,550

　　　　退職給付支出 0 6,967,476 △ 6,967,476

　　　　共済年金掛金支出 484,700 528,300 △ 43,600

　　　　賃金支出 0 23,413,710 △ 23,413,710

　　　　謝金支出 45,157,426 31,563,250 13,594,176

　　　　　委員等謝金支出 360,000 734,000 △ 374,000

　　　　　講師等謝金支出 5,422,100 4,426,000 996,100

　　　　　その他謝金支出 39,375,326 26,403,250 12,972,076

　　　　旅費支出 19,024,974 23,553,955 △ 4,528,981

　　　　　職員旅費支出 13,194,864 17,852,986 △ 4,658,122

　　　　　講師・委員旅費支出 898,562 991,683 △ 93,121

　　　　　その他旅費支出 4,931,548 4,709,286 222,262

　　　　保険料支出 981,831 993,540 △ 11,709

　　　　　リース損害保険料支出 981,831 986,950 △ 5,119

　　　　　その他の保険料支出 0 6,590 △ 6,590

　　　　租税公課支出 13,602,907 11,909,124 1,693,783

　　　　　リース設備固定資産税支出 6,071,940 6,606,070 △ 534,130

　　　　　消費税相当額支出 6,982,167 4,297,104 2,685,063

　　　　　その他の公租公課支出 548,800 1,005,950 △ 457,150

　　　　事務費支出 12,022,669 12,431,559 △ 408,890

　　　　　消耗品費支出 2,255,989 1,643,323 612,666

　　　　　燃料費支出 137,236 481,688 △ 344,452

　　　　　通信運搬費支出 3,368,585 3,255,042 113,543

　　　　　印刷製本費支出 2,852,971 2,525,504 327,467

　　　　　会議費支出 127,808 50,818 76,990

　　　　　水道光熱費支出 25,872 40,846 △ 14,974

　　　　　広告宣伝費支出 3,110,400 3,868,252 △ 757,852

　　　　　修繕費支出 0 410,400 △ 410,400

　　　　　手数料支出 143,808 155,686 △ 11,878

　　　　使用料及び賃借料支出 8,520,171 9,822,970 △ 1,302,799

　　　　委託料支出 39,833,256 49,657,769 △ 9,824,513

　　　　負担金支出 817,400 806,100 11,300

　　　　支払利息支出 1,676,258 1,905,452 △ 229,194

　　　　国・県返還金支出 7,500,000 0 7,500,000

　　　　雑費支出 1,570,951 1,106,325 464,626

　　　　助成金支出 168,454,200 168,414,246 39,954
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（単位：円）

科　　　　目 当年度 前年度 増　減

　　　管理費支出 89,106,035 219,028,563 △ 129,922,528

　　　　報酬支出 8,957,080 8,967,080 △ 10,000

　　　　給料手当支出 27,110,869 16,836,570 10,274,299

　　　　福利厚生費支出 5,869,596 7,259,356 △ 1,389,760

　　　　退職給付支出 22,775,475 14,989,368 7,786,107

　　　　共済年金掛金支出 70,800 21,600 49,200

　　　　賃金支出 0 1,422,680 △ 1,422,680

　　　　謝金支出 3,800,000 3,900,000 △ 100,000

　　　　　その他謝金支出 3,800,000 3,900,000 △ 100,000

　　　　旅費支出 1,901,769 2,052,349 △ 150,580

　　　　　職員旅費支出 1,883,421 2,047,095 △ 163,674

　　　　　その他旅費支出 18,348 5,254 13,094

　　　　保険料支出 573,310 508,080 65,230

　　　　租税公課支出 846,616 395,808 450,808

　　　　　消費税相当額支出 559,406 264,478 294,928

　　　　　その他の公租公課支出 287,210 131,330 155,880

　　　　交流費支出 849,138 895,960 △ 46,822

　　　　事務費支出 11,212,238 13,997,975 △ 2,785,737

　　　　　消耗品費支出 5,702,234 7,205,340 △ 1,503,106

　　　　　燃料費支出 859,832 1,382,883 △ 523,051

　　　　　通信運搬費支出 1,658,892 2,078,062 △ 419,170

　　　　　会議費支出 15,480 22,190 △ 6,710

　　　　　水道光熱費支出 2,514,188 2,523,516 △ 9,328

　　　　　修繕費支出 4,000 261,327 △ 257,327

　　　　　手数料支出 457,612 524,657 △ 67,045

　　　　使用料及び賃借料支出 2,911,634 3,182,369 △ 270,735

　　　　委託料支出 834,625 956,616 △ 121,991

　　　　負担金支出 1,270,406 967,375 303,031

　　　　支払利息支出 67,095 142,849 △ 75,754

　　　　国・県返還金支出 0 142,500,000 △ 142,500,000

　　　　雑費支出 55,384 32,528 22,856

　　　その他事業活動支出 △ 598,428 828,782 △ 1,427,210

　　　　その他支出 △ 598,428 828,782 △ 1,427,210

　　　事業活動支出計 884,590,719 1,121,212,009 △ 236,621,290

　　　　事業活動によるキャッシュ・フロー 150,341,143 124,906,284 25,434,859

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　１．投資活動収入

　　　特定資産取崩収入 6,085,193 7,650,469 △ 1,565,276

　　　　円滑化補助金積立資産取崩収入 6,085,193 7,650,469 △ 1,565,276

　　　その他収入 1,156,328 1,566,323 △ 409,995

　　　　厚生貸付金戻り収入 1,156,328 1,566,323 △ 409,995

　　　投資活動収入計 7,241,521 9,216,792 △ 1,975,271

　２．投資活動支出

　　　特定資産取得支出 42,949,184 27,419,990 15,529,194

　　　　ライフサイエンス事業資産取得支出 33,244,200 0 33,244,200

　　　　円滑化補助金積立資産取得支出 4,721,000 25,064,000 △ 20,343,000

　　　　中小企業支援機関資産取得支出 4,983,984 2,355,990 2,627,994
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キャッシュ･フロー計算書

平成27年4月1日から平成28年3月31日まで

　

（単位：円）

科　　　　目 当年度 前年度 増　減

　　　その他支出 10,400 10,200 200

　　　　出資金支出 10,400 10,200 200

　　　投資活動支出計 42,959,584 27,430,190 15,529,394

　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 35,718,063 △ 18,213,398 △ 17,504,665

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　１．財務活動収入

　　　借入金収入 2,603,362,000 2,940,628,000 △ 337,266,000

　　　　長期借入金収入 1,473,362,000 1,700,628,000 △ 227,266,000

　　　　　県借入金収入 1,473,362,000 1,662,108,000 △ 188,746,000

　　　　　金融機関借入金収入 0 38,520,000 △ 38,520,000

　　　　短期借入金収入 1,130,000,000 1,240,000,000 △ 110,000,000

　　　その他財務活動収入 719,806 △ 82,118,136 82,837,942

　　　　その他収入 719,806 △ 82,118,136 82,837,942

　　　財務活動収入計 2,604,081,806 2,858,509,864 △ 254,428,058

　２．財務活動支出

　　　借入金返済支出 2,898,599,223 3,232,949,000 △ 334,349,777

　　　　長期借入金返済支出 1,658,599,223 1,832,949,000 △ 174,349,777

　　　　　県借入金返済支出 1,613,343,223 1,786,183,000 △ 172,839,777

　　　　　金融機関借入金返済支出 45,256,000 46,766,000 △ 1,510,000

　　　　短期借入金返済支出 1,240,000,000 1,400,000,000 △ 160,000,000

　　　その他財務活動支出 △ 13,040,259 △ 92,163,329 79,123,070

　　　　その他支出 △ 13,040,259 △ 92,163,329 79,123,070

　　　財務活動支出計 2,885,558,964 3,140,785,671 △ 255,226,707

　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 281,477,158 △ 282,275,807 798,649

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 0 0 0

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 △ 166,854,078 △ 175,582,921 8,728,843

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 1,026,008,908 1,201,591,829 △ 175,582,921

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 859,154,830 1,026,008,908 △ 166,854,078
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財務諸表に関する注記 
 

 

１ 継続事業の前提に関する注記 

  該当なし。 

 

２ 重要な会計方針 

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの  

決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は、移動平均法により算定） 

時価のないもの  

移動平均法による原価法 

⑵ 固定資産の減価償却の方法 

器具備品 

定額法によっている。 

リース設備 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

⑶ 引当金の計上基準 

貸倒引当金 

割賦取引・リース取引等の債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上している。 

退職給付引当金 

職員の退職給付に備えるため、期末退職給付の要支給額に相当する金額を計上している。 

 ⑷ キャッシュフロー計算書における資金の範囲 

  手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。 

⑸ 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式としている。 

 

３ 会計方針の変更 

該当なし。 
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４ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

  基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科   目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産     

基本財産有価証券 30,089,000  8,000 30,081,000 

小   計 30,089,000  8,000 30,081,000 

特定資産     

高度技術産業振興基金資産   408,652,560  1,032,460 407,620,100 

技術振興基金資産   1,459,377,165  4,158,665 1,455,218,500 

円滑化補助金積立資産 120,962,029 4,721,000 6,085,193 119,597,836 

地域中小企業応援ファンド資産 4,785,534,310  52,360,040 4,733,174,270 

中小企業支援機関資産 11,333,996 4,642,477 4,469,153 11,507,320 

あきた農商工応援ファンド資産 2,681,294,000  22,011,000 2,659,283,000 

ライフサイエンス事業資産 0 33,244,200  33,244,200 

小   計 9,467,154,060 42,607,677 90,116,511 9,419,645,226 

合   計 9,497,243,060 42,607,677 90,124,511 9,449,726,226 

 

５ 基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

  基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科   目 当期末残高 
（うち指定正味財 

産からの充当額） 

（うち一般正味財

産からの充当額） 

（うち負債に対

応する額） 

基本財産     

基本財産有価証券 30,081,000 30,081,000 0 0 

小   計 30,081,000 30,081,000 0 0 

特定資産        

高度技術産業振興基金資産   407,620,100 407,620,100 0 0 

技術振興基金資産   1,455,218,500 1,453,209,433 2,009,067 0 

円滑化補助金積立資産 119,597,836 0 119,597,836 0 

地域中小企業応援ファンド資産 4,733,174,270 0 0 4,733,174,270 

中小企業支援機関資産 11,507,320 11,507,320 0 0 

あきた農商工応援ファンド資産 2,659,283,000 0 0 2,659,283,000 

ライフサイエンス事業資産 33,244,200  33,244,200  

小   計 9,419,645,226 1,872,336,853 154,851,103 7,392,457,270 

合   計 9,449,726,226 1,902,417,853 154,851,103 7,392,457,270 

 

 

６ 担保に供している資産 

  地域中小企業応援ファンド資産のうち、秋田県債 4,209,774,270 円と住宅金融支援機構債

523,400,000 円は、県借入金 4,530 百万円の担保に供している。 

  あきた農商工応援ファンド資産の共同発行市場公募地方債 2,659,283 千円は、県借入金 2,300 百万

円、長期借入金 100 百万円、長期預り金 130 百万円の担保に供している。 
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７ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

  

(単位：円) 

 科   目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

 中小企業支援機関資産 34,182,016 22,674,696 11,507,320 

 合   計 34,182,016 22,674,696 11,507,320 

 

 

８ 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

  補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 

 

(単位：円) 

 

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
貸借対照表上

の記載区分 
 

 県単機械類貸与事業円滑化補助金 秋田県 ― 4,721,000 4,721,000 ― ― 

 小規模企業者等設備導入資金補助金 秋田県 ― 2,738,369 2,738,369 ― ― 

 企業相談事業補助金 秋田県 ― 4,938,461 4,938,461 ― ― 

 次世代自動車産業マッチング推進事業費補助金 秋田県 ― 8,858,719 8,858,719 ― ― 

 パワーアッププロデューサー事業補助金 秋田県 ― 6,682,019 6,682,019 ― ― 

 知的財産有効活用事業補助金 秋田県 ― 254,230 254,230 ― ― 

 販路拡大支援事業補助金 秋田県 ― 24,387,439 24,387,439 ― ― 

 中小企業支援機関活動費補助金 秋田県 11,333,996 188,939,000 188,765,676 11,507,320 指定正味財産 

 中京地区アドバイザー事業費補助金 秋田県 ― 2,416,633 2,416,633 ― ― 

 あきた産業デザイン支援センター運営事業補助金 秋田県 ― 14,222,082 14,222,082 ― ― 

 食品事業者連携支援事業費補助金 秋田県 ― 6,485,661 6,485,661 ― ― 

 中小企業経営支援等対策費補助金 
東北経済 

産業局 
― 38,709,816 38,709,816 ― ― 

 中小企業知的財産活動支援事業補助金 
東北経済 

産業局 
― 1,605,000 1,605,000 ― ― 

 地域需要創造型等起業・創業促進事業補助金 中小機構 ― 29,150,518 29,150,518   

 合  計   11,333,996 334,108,947 333,935,623 11,507,320  

 

 

 

 

 

 

-47-



９ 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。 

 

  （単位：円） 

 内   容 金  額 

 経常収益への振替額 23,986,545 

 

 減価償却費計上による振替額 

 基本財産受取利息 

 特定資産受取利息 

4,469,153 

119,520 

19,397,872 

 

10 キャッシュフロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引 

  現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は、次のとおりである。 

 

（単位：円） 

前期末 当期末 

現金預金勘定           1,026,726,188 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金   △717,280 

現金及び現金同等物        1,026,008,908 

現金預金勘定             860,038,930 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金    △884,100 

現金及び現金同等物          859,154,830 

 

11 重要な後発事象 

 特になし。 

 

12 その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 (1) リース契約債権の期末残高  

       設備貸与事業 148,686,100 円 

       機械類貸与事業 273,110,700 円 

    合  計 421,796,800 円 

    

 (2) 預り手形の期末残高   

       設備貸与事業 54,210,940 円 

       機械類貸与事業 686,360,246 円 

    設備資金貸付事業 73,778,000 円 

    合  計 814,349,186 円 
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附 属 明 細 書



 

平成 27 年度附属明細書 

 

１ 基本財産及び特定資産の明細 

（単位：円） 

区分 資産の種類 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 期末帳簿価額 

基本財産 商工債 30,089,000   0  8,000   30,081,000  

基本財産計 30,089,000   0  8,000   30,081,000  

特定資産 高度技術産業振興基金資産 

定期預金秋田銀行 

定期預金北都銀行 

大阪市債 

408,652,560  

（1,000,920） 

（3,150,000） 

（404,501,640） 

166,820  

（0） 

（0） 

（166,820） 

1,199,280  

（166,820） 

（0） 

（1,032,460） 

407,620,100  

（834,100） 

（3,150,000） 

（403,636,000） 

技術振興基金資産 

国債 

商工債 

定期預金秋田銀行 

定期預金北都銀行 

定期預金商工中金 

1,459,377,165  

（874,511,165） 

（482,640,000） 

（58,002,778） 

（44,223,222） 

（0） 

480,000,000  

（0） 

（0） 

（0） 

（0） 

（480,000,000） 

484,158,665  

 （1,518,665） 

（482,640,000） 

（0） 

（0） 

（0）  

1,455,218,500  

（872,992,500） 

（0） 

（58,002,778） 

（44,223,222） 

（480,000,000） 

円滑化補助金積立資産 

普通預金秋田銀行 

120,962,029  

（120,962,029） 

4,721,000  

（4,721,000） 

6,085,193  

（6,085,193） 

119,597,836  

（119,597,836） 

地域中小企業応援ファンド資産 

秋田県債 

住宅金融支援機構債 

4,785,534,310  

（4,255,184,310） 

（530,350,000） 

0  

（0） 

（0） 

52,360,040  

（45,410,040） 

（6,950,000） 

4,733,174,270  

（4,209,774,270） 

（523,400,000） 

中小企業支援機関資産 

 デスクトップパソコン 

パソコン（44 台） 

ソフトウェア（償却奉行） 

ソフトウェア（人事大臣） 

複写機（オルフィス） 

DNS・Mail サーバー 

Web サーバー 

貸付償還システム 

ファイルサーバー 

ビジネスセーバー扉（基本） 

ビジネスセーバー扉（増連） 

パネルスクリーン 

パネルスクリーン 

大判インクジェットプリンター 

11,333,996  

（1） 

（1） 

（37,538） 

（55,825） 

（770,000） 

（127,917） 

（173,558） 

（254,100） 

（77,963） 

（183,057） 

（320,350） 

（52,745） 

（36,960） 

（214,935） 

4,642,477  

（0） 

（0） 

（0） 

（0） 

（0） 

（0） 

（0） 

（0） 

（0） 

（0） 

（0） 

（0） 

（0） 

（0） 

4,469,153  

（0） 

（0） 

（37,537） 

（55,824） 

（769,999） 

（127,916） 

（173,557） 

（254,099） 

（77,962） 

（16,884） 

（29,547） 

（52,744） 

（36,959） 

（112,140） 

11,507,320  

（1） 

（1） 

（1） 

（1） 

（1） 

（1） 

（1） 

（1） 

（1） 

（166,173） 

（290,803） 

（1） 

（1） 

（102,795） 
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（単位：円） 

区分 資産の種類 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 期末帳簿価額 

特定資産 公益法人会計システム 

パソコン（6 台） 

複合機・プリンタオプション 

ネットワーク対応ＨＤＤ 

ソフトウェア（ﾃﾞｻﾞｲﾝ設計用） 

ソフトウェア（Web 給金帳） 

シュレッダー 

デスクトップパソコン（5 台） 

企業管理システム（販路ｵﾌﾟｼｮﾝ） 

デスクトップパソコン（30 台） 

パネルスクリーン 

パネルスクリーン 

デスクトップパソコン（1 台） 

会計デスクトップパソコン（1 台） 

資産管理用ノートパソコン（1 台） 

ノートパソコン（4 台） 

タブレット（2 台） 

コピーボード（2 台） 

電話機（15 台） 

スライドキャビネット 

（1,424,063） 

（560,438） 

（203,534） 

（207,995） 

（129,143） 

（296,100） 

（157,098） 

（636,451） 

（1,209,075） 

（4,205,149） 

 

（0） 

（0） 

（0） 

（0） 

（0） 

（0） 

（0） 

（0） 

（0） 

（0） 

（315,360） 

（127,440） 

（139,752） 

（181,116） 

（106,812） 

（499,824） 

（403,488） 

（319,680） 

（1,571,400） 

（977,605） 

（488,250） 

（192,150） 

（203,534） 

（71,311） 

（40,782） 

（75,600） 

（40,110） 

（162,498） 

（308,700） 

（1,073,655） 

（5,256） 

（2,124） 

（2,911） 

（3,773） 

（2,225） 

（10,413） 

（16,812） 

（5,328） 

（13,095） 

（5,458） 

（935,813） 

（368,288） 

（0） 

（136,684） 

（88,361） 

（220,500） 

（116,988） 

（473,953） 

（900,375） 

（3,131,494） 

（310,104） 

（125,316） 

（136,841） 

（177,343） 

（104,587） 

（489,411） 

（386,676） 

（314,352） 

（1,558,305） 

（972,147） 

あきた農商工応援ファンド資産 

共同発行市場公募地方債 

2,681,294,000  

（2,681,294,000） 

0  

（0） 

22,011,000  

（22,011,000） 

2,659,283,000  

（2,659,283,000） 

ライフサイエンス事業資産 

 普通預金秋田銀行 

0  

（0） 

33,244,200  

（33,244,200） 

0  

（0） 

33,244,200  

（33,244,200） 

特定資産計 9,467,154,060  522,774,497  570,283,331  9,419,645,226  

 

２ 引当金の明細                              （単位：円） 

科目 期首残高 当期増加額 

当期減少額 

期末残高 

目的使用 その他 

貸倒引当金 

退職給付引当金 

278,834,651 

144,982,377 

10,182,471 

34,319,933 

36,471,538 

22,775,475 

        

 

252,545,584 

156,526,835 
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財 産 目 録



財産目録

平成28年3月31日現在

　

（単位：円）

場所・物量等 　使用目的等 金　　額

(流動資産)

現金預金 普通（定期）預金　秋田銀行県庁支店　他5件 運転資金として 860,038,930

割賦設備 割賦設備　58件 割賦販売における設備分 792,142,800

リース投資資産 リース投資資産　65件 リース資産総額 380,992,475

１年以内回収予定設備資金貸付金 設備資金貸付　16件 設備資金の貸付をした額（償還期限が１年以内のもの） 32,739,000

未収割賦設備 未収　8件 割賦に係る設備分の未収額 100,265,988

未収割賦損料 未収   3件 割賦に係る損料分の未収額 2,168,708

未収割賦販売債権損害賠償金 契約解除  5件 契約解除に伴う損害賠償金 94,367,374

未収リース料 未収   5件 リース料額の未収額 20,811,400

未収規定損害金 契約解除　6件 リース契約解除に係る損害賠償金 22,734,219

貸倒引当金 貸倒に備え引当した額 △ 252,545,584

未収補助金 108,128,429

秋田県 販路拡大支援事業補助金 3,387,439

秋田県 企業相談事業補助金 1,038,461

秋田県 次世代自動車産業マッチング推進事業費補助金 1,358,719

秋田県 パワーアッププロデューサー事業補助金 872,019

秋田県 知的財産有効活用事業補助金 254,230

秋田県 貸与事業円滑化補助金（県単機械類貸与事業） 4,721,000

秋田県 小規模企業者等設備導入資金補助金 2,738,369

秋田県 中小企業支援機関活動費補助金 47,939,000

秋田県 中京地区アドバイザー事業費補助金 296,633

秋田県 あきた産業デザイン支援センター運営事業補助金 4,222,082

秋田県 食品事業者連携支援事業費補助金 985,661

東北経済産業局 中小企業経営支援等対策費補助金 38,709,816

東北経済産業局 中小企業知的財産活動支援事業補助金 1,605,000

未収受託費 96,423,241

秋田県 プロフェッショナル人材活用促進事業委託料 638,151

東北経済産業局 医工連携事業化推進事業委託料 32,116,506

東北経済産業局 特許等取得活用支援事業委託料 24,700,142

東北経済産業局 ワンストップ総合支援事業委託料 38,968,442

未収創業支援室入居料 入居企業　3件 創業支援室入居料の未収額 94,600

未収金 8,297

秋田県火災共済協同組合 代理店手数料 2,744

北都銀行本店営業部 定期預金利息 5,553

前払金 107,093

秋田銀行県庁支店 借入金支払利息 61,143

全国中小企業支援機関共済会 共済年金掛け金 45,950

仮払金 412,277

秋田県火災共済協同組合 出資金充当分預け金 116

秋田労働局 労働保険料仮払金 412,161

流動資産合計 2,258,889,247

貸借対照表科目
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財産目録

平成28年3月31日現在

　

（単位：円）

場所・物量等 　使用目的等 金　　額貸借対照表科目

(固定資産)

　基本財産 基本財産有価証券 商工中金秋田支店（商工債） 30,081,000

　特定資産 高度技術産業振興基金資産 日興コーディアル証券他（大阪市債他） 407,620,100

技術振興基金資産 秋田銀行県庁支店他（国債他） 1,455,218,500

円滑化補助金積立資産 秋田銀行県庁支店（普通預金） 貸与事業に係る貸倒償却の財源に使用 119,597,836

地域中小企業応援ファンド資産 野村証券他（秋田県債他） 運用益をあきた企業応援ファンド事業の財源に使用 4,733,174,270

中小企業支援機関資産 事務所内他（ファイルサーバー他） 事業管理に要する備品等 11,507,320

あきた農商工応援ファンド資産 日興コーディアル証券（共同発行市場公募地方債） 運用益をあきた農商工応援ファンド事業の財源に使用 2,659,283,000

ライフサイエンス事業資産 秋田銀行県庁支店（普通預金） ライフサイエンス事業の財源に使用 33,244,200

　その他固定資産 設備資金貸付金 設備資金貸付　11件 設備資金の貸付をした額（償還期限が１年超えるもの） 41,039,000

未収設備資金貸付金 設備資金貸付未収　5件 設備資金貸付の未収額 78,002,083

器具備品 事務所内（耐火金庫、移動書架）
公益目的保有財産であり、機械類貸与事業に係る重要書類等の保管
に使用

3,540,400

器具備品減価償却累計額 △ 3,295,740

電話加入権 東日本電信電話 電話加入権利 60,000

投資有価証券 商工中金秋田支店（商工債） 満期保有目的で保有している 50,145,000

投資事業組合出資金 あきたアカデミーベンチャー育成事業有限責任組合 ベンチャーファンドへの出資金 49,751,421

厚生貸付金 職員3名分 職員への厚生貸付金 2,216,896

出資金 秋田県火災共済協同組合 出資金 1,989,800

固定資産合計 9,673,175,086

　　  資産合計 11,932,064,333

(流動負債)

未払金 助成先企業、職員、秋田南税務署他 助成金、退職金、消費税他 37,457,637

預り金 秋田南税務署他 所得税預り金等 58,356

預り保険料 秋田県火災共済協同組合 リース設備等の保険料預り分 24,770

消費税預り金 秋田南税務署 貸与事業の消費税預り分 49,525,706

厚生年金個人預り金 全国健康保険協会 厚生年金保険料の個人負担分 105,185

健康保険個人預り金 全国健康保険協会 健康保険料の個人負担分 66,917

社会保険事業主預り金 全国健康保険協会 社会保険料の会社負担分 2,169,712

短期借入金 秋田銀行県庁支店 機械類貸与事業の秋田県への返済資金として 1,130,000,000

県借入金 秋田県 設備貸与・設備資金貸付事業の1年以内返済予定借入金 121,509,667

金融機関借入金 秋田銀行県庁支店 設備貸与・設備資金貸付事業の1年以内返済予定借入金 37,985,000

流動負債合計 1,378,902,950

(固定負債)

県借入金 秋田県 ファンド造成資金等の借入金 7,062,952,416

金融機関借入金 秋田銀行県庁支店 設備貸与事業の事業資金等 165,181,000

退職給付引当金 職員18名分 職員の退職金に係る積立金 156,526,835

機械類信用保険預り金 日本政策金融公庫　1件 機械類信用保険金の受領額 14,927,899

リース信用保険預り金 日本政策金融公庫　1件 リース信用保険金の受領額 300,236

長期出資預り金 秋田県 ベンチャーファンドへの出資預り金 49,751,421

長期預り金 秋田県農業協同組合中央会他 あきた農商工応援ファンド事業の基金造成資金 130,000,000

割賦設備保証金 貸与企業　58件 設備割賦の預かり保証金 120,703,059

固定負債合計 7,700,342,866

　　  負債合計 9,079,245,816

　　  正味財産 2,852,818,517

公益目的保有財産であり、運用益を公益目的事業、法人会計（管理
費）の財源に使用

公益目的保有財産であり、運用益を新事業振興体制整備事業の財源
に使用

公益目的保有財産であり、運用益をあきた企業応援ファンド事業の
財源に使用
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